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概要 

 
機器の製造ベンダーに依存することなく，IoT 化した機器（コントローラ，省エネ機器，創エネ機

器，蓄エネ機器）同士を連携することによって，エネルギーの有効的な活用を実現するエネルギーマ

ネジメントシステム（EMS）の普及に向け，「ベンダー非依存型 EMS における水平分離アーキテク

チャの研究」を実施した． 

従来，特に業務用においては，特定のベンダーの機器やサービスで構成する垂直統合型のシステ

ム構築が一般的であったことに対し，様々なベンダーが事業参画可能な水平分離型のアーキテクチ

ャを提案した．そして，このアーキテクチャを支える技術を確立した．一点目は，センサ類，白物家

電，設備系機器などの小リソース機器を容易に IP 化・IoT 化するための技術である「IoT 通信技術

（ECHONET Lite，ISO/IEC 14543-4-3）」の仕様策定を行うとともに，標準化提案のための仕様書

を作成した．その仕様を元に標準化（国際標準化含む）を推進し，開発する技術者やベンダーの増加

を実現した．二点目は，業務用のシステム機器の IoT 化対応を可能とする「システム機器グループ

管理技術（機器オブジェクト詳細規定，IEC 62394 Ed.3）」の研究開発を実施した．その結果につい

ても仕様書を作成して標準化（国際標準化含む）を推進し，制御対象となるシステム機器の増加を実

現した．これらの成果を活用し，水平分離アーキテクチャに基づいたベンダー非依存型エネルギー

マネジメントシステム（Vender-Independent type Energy Management System: VIEMS）を設計

し，VIEMS を実際の小型小売店舗へ導入した．IoT 対応機器が少ない VIEMS 導入当初は自動制御

と手動制御とのハイブリッド制御を実施し，徐々に IoT 対応機器への入れ替えを実現することで，

スモールスタート可能な EMS 導入を実現した．「技術者，ベンダーの増加」，「制御対象機器の増加」，

「初期投資を抑えたシステム導入」を実現したことから，エネルギーマネジメントシステムの普及

に対して期待できる結果を示した．詳細は，以下の章立てにて記載した． 

第 1 章にて，エネルギーマネジメントシステムの実施が必要な背景を明確化し，本論文における

研究の目的や方針を説明した．そして，高圧小口向けの需要家に対する施策が不十分であり，小型小

売店舗へ展開することの重要性をまとめた． 
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第 2 章にて，小型小売店舗へのエネルギーマネジメントシステム導入に関する課題を明らかにし

て，エネルギーマネジメントシステムにとって重要な機器とコントローラ間の国際的な標準通信仕

様に関する調査，評価を実施した．エネルギーマネジメントシステム導入の課題を解決するための

目指すべき水平分離型のアーキテクチャの提案とともに，このアーキテクチャを実現するために必

要な技術を明確にした． 

第 3 章にて，「IoT 通信技術（ECHONET Lite，ISO/IEC 14543-4-3）」を確立した．具体的には，

小リソース機器の IP 化／IoT 化を容易に実現する ECHONET Lite の通信仕様を作り，作成した仕

様を元に「一般社団法人エコーネットコンソーシアム」にて，技術委員長及び担当 WG の主査とし

て標準化活動を提案，推進した．そして，作成した通信仕様について実機でのマルチベンダー間相互

接続検証を実施した．最終的にはこの通信仕様を ISO/IEC JTC1 SC25 WG1 に国際標準化提案を行

い，Editor として国際標準文書の作成を担当するとともに，会議での F2F レビューを通じて各国専

門家からのコメントや質問に対して仕様を説明し，ドラフト投票時における各国からのコメントに

対応して，最終的に ISO/IEC 14543-4-3 として発行されることとなった． 

第 4 章にて，「システム機器グループ管理方式（機器オブジェクト詳細規定，IEC 62394 Ed.3）」

の研究結果と検証結果をまとめた．一般家庭に設置する機器と店舗などに設置する業務用のシステ

ム機器とのアーキテクチャの違いを整理し，IoT 化した業務用のシステム機器の機器構成を把握す

るために必要な「グループ情報」について研究開発を実施し定義した．そして，このグループ情報を

「一般社団法人エコーネットコンソーシアム」にて，技術委員長及び担当 WG の主査として標準化

活動を推進するとともに，システム機器であるショーケースやパッケージエアコンを管轄する工業

会「日本冷凍空調工業会」に働きかけ，「グループ情報」の導入を合意した．その結果として，エコ

ーネットコンソーシアムより「ECHONET 機器オブジェクト詳細規定」にて公開した．また，「グル

ープ情報」含めた機器の制御コマンドを IEC TC100 TA9 に国際標準提案を実施した．Project Leader

として国際標準文書を作成するとともに，会議において各国専門家に対して仕様を説明した．さら

に，提案文書の品質の高さや国内における使用実績などを元に標準化手順の短縮を提案し，

Committee Draft の Voting から標準化プロセスを開始することができ，最終的に IEC 62394 Ed.3

として発行されることとなった． 
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なお，第 3 章，第 4 章に示すこれらの活動に関する評価として，国内での活動については，日本

電機工業会より「電機工業技術功績者表彰：優良賞」を団体で受賞し，国際標準活動については，情

報処理学会・情報規格調査会より「国際規格開発賞」を受賞した． 

第 5 章にて，目指すべき水平分離アーキテクチャに基づいた「ベンダー非依存型エネルギーマネ

ジメントシステム（VIEMS）」を実際の小型小売店舗に導入した．垂直統合型のシステムは初期投資

が高く，機器の入れ替えが困難という課題に対し，導入当初は標準対応の機器が少ないという状況

を鑑みて，VIEMS を導入し「自動制御と手動制御のハイブリッド制御の有効性の検証結果」と「徐々

に ECHONET Lite 対応機器へ入れ替え」を実現することより，スモールスタート可能なエネルギ

ーマネジメントシステム導入の実現を達成した． 

第 6 章にて，本論文の結果として，「ベンダー非依存型 EMS における水平分離アーキテクチャ」

として以下の事項を整理提示した．「IoT 通信技術」及び「システム機器グループ管理技術」が，研

究開発，仕様検証，標準化（国際標準化の推進含む）を通じて確立し，その結果，「技術者，ベンダ

ーの増加（第 3 章）」，「制御対象機器の増加（第 4 章）」，「スモールスタートでのシステム導入（第

5 章）」を実現したことで，ベンダー非依存型 EMS における水平分離アーキテクチャを確立できた

ことを示し，エネルギーマネジメントシステムの普及が期待できることを提示した．今後の展開と

して，ベンダー非依存型エネルギーマネジメントシステム（VIEMS）の多数の店舗展開に向けた検

討事項や海外への普及の観点で全体のまとめを提示した． 
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第1章 序論 

1.1  背景 

グローバルに地球温暖化による危機が顕在化してきているが，その一因として，近年世界的に電

力需要が急速に拡大[1]していることがあげられ，エネルギーに関する課題解決が急務な状況となっ

ている．また，日本国内においても，特に 2011 年 3 月 11 日の東日本大震災を契機に，エネルギー

問題への取組みが重要となり，国策として推進されている[2]．さらに，2015 年の COP21 パリ協定

において，日本は 2030 年までに 2013 年比で温室効果ガス削減を 26.0%削減する目標が国際的な約

束となっている[3]．これらに対する対応例として，機器単体での省エネ機能の継続した向上や，再

生可能エネルギーの導入加速など，エネルギー問題への対応が継続して行われてきている． 

機器単体での省エネ機能の向上という観点では，例えばエアコンにおいては，2015 年度の商品と

10 年前の 2005 年度の商品を比較すると，約 30%の省エネ機能を実現している[4]．冷蔵庫において

も同様に 2005 年度の商品と 2015 年度の商品を比較すると，約 70%の省エネを実現している[4]．

また，再生可能エネルギーの導入に関して，例えば 2009 年 11 月より太陽光発電などの再生可能エ

ネルギーの固定価格買取制度[5]が始まり，日本国内において太陽光発電システムの普及は急速に進

んできている．太陽光発電システムにおける日本国内における発電量の推移を図 1.1[6]に示す． 
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図 1.1 日本の太陽電池モジュールの出荷量の推移 

 

しかし，そのような状況でありながら，日本国内における各部門（運輸部門，業務部門，家庭部門，

産業部門）における消費エネルギーについては，図 1.2 に消費エネルギーの遷移を示す通り，特に

家庭部門，業務部門においては，1973 年と比較して 2.4 倍と消費エネルギーが伸びている[7]．この

ことから，機器単体での省エネは，一定の効果はあるが，エネルギー全体の削減には限界があること

を示している． 

【エネルギー消費】
（1018 J）

【実質GDP】

 
図 1.2 消費エネルギーの遷移 
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また，太陽光発電や風力発電などの再生可能エネルギーについては，効果の大きさへの期待があ

る半面，図 1.3，図 1.4[8]に示すように，安定した電力供給が困難であるため，導入量に限界がある

という問題点を抱えている． 

【発電】
（kW）

 

図 1.3 太陽光発電における発電の遷移（春季） 

 

【発電】
（kW）

 

図 1.4 風力発電における発電の遷移（冬季） 

 

特に曇天時に不安定な電力供給となる太陽光発電による発電量は，近年は Feed In Tarrif (FIT)の

買取価格の低下などのため前年比では減りつつあるものの図 1.1 に示すように，大幅に増加してい

ることから，2015 年 1 月には，一定量を超えた太陽光発電について，電力会社が出力の抑制を要求

することが可能となる規則改定[9]が行われている．太陽光発電の出力を制御することは電力を廃棄



10 

することと同意であり，再生可能エネルギーの導入についても，十分な対策を取れていない． 

このような状況の中でエネルギー問題の解決に向けた機器の省エネ機能の向上や再生可能エネル

ギーの導入推進に加え，再生可能エネルギーが出力する電力を廃棄せずに地産地消によるより高効

率な電力の使用を実現する必要があり，機器単独の性能向上や再生可能エネルギーの導入だけでは

限界があるため，ネットワーク機能を持った機器同士が連携することで，全体最適の観点でエネル

ギー利用の効率を高めることが重要である．具体的には，省エネ機能が改善している機器（家庭用／

業務用エアコン，照明，ショーケースなど），再生可能エネルギー（太陽光発電，風力発電など），創

エネ機器（燃料電池など），蓄エネ機器（蓄電池，電気自動車充放電器／充電器，HP 給湯機など），

電力を計測するスマート電力量メータ（高圧／低圧）などをネットワークで接続して連携させるこ

とで，地産地消によるエネルギーマネジメントが実現可能なものとなる． 

また， 2015 年 11 月 26 日の未来投資に向けた官民対話における「ネガワット取引市場を 2017 年

までに創出する」という首相指示[10]への対応に向けても，エネルギーマネジメントシステムの導入

は必要不可欠である．このような状況に加えて，すべての需要家においてスマート電力量メータが

導入されることが決定されており，2024 年までに一般家庭や小型小売店舗などにおいて必ず 1 台の

通信仕様を具備した機器がインフラとして設置される状況である[11]．このような状況からもエネル

ギーマネジメントシステムを導入しやすい状況がそろいつつある． 

 

1.2  研究の目的と方針 

図 1.2 に示す通り家庭部門と業務他部門のエネルギー消費量は増加しており，これらに対しエネ

ルギーマネジメントシステムを導入することでエネルギー消費量を削減させることが重要になる．

全国の電力ピークの需要は，図 1.5 に示すように，日本国内における電力契約は「特高・高圧大口

需要家」，「高圧小口需要家」，「低圧需要家」に分類され，それぞれが三分の一ずつとなっている[12]．

特高・高圧大口需要家は主に，大型ビルや工場などが主な対象である．また，エネルギー消費量が増

加している家庭部門と業務他部門については，高圧小口需要家は中小ビル，小型小売店舗，集合住宅

などが主な対象であり，低圧需要家は主に一般住宅が対象となる． 
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特高・高圧大口需要家
(契約電力500kW以上)

高圧小口需要家
(契約電力500kW未満)

低圧需要家

〔約5万個〕

〔約70万個〕

〔約7,700万個〕

契約ｋＷ

500ｋＷ

50ｋＷ

全国ピーク需要(９電力)
約1億8000万kW

約１/３

約１/３

約１/３

主な対象

・大型ビル
・工場
など

・中小ビル

・小売店舗
・集合住宅

・一般家庭
(戸建て、集合)

 

図 1.5 各需要家における契約電力 

 

大規模ビル向けにおいては，ビルマネジメントシステムが一般住宅や小型小売店舗などに先駆け

て導入されており，快適性や利便性を維持しながらもリモートメンテナンス，一括制御，エネルギー

マネジメントなどを通じて，管理コストを下げるなどの価値を利用者に提供し続けてきている

[13][14]．しかし，一般住宅や中小ビル，小型小売店舗といった一般住宅より大きくビルより小さい

建造物については，標準通信機能を搭載した機器の導入や一般家庭内や小型小売店舗におけるシス

テム導入が大規模ビルと比較すると進展は遅れていた．  

また，一般家庭向けのエネルギーマネジメントシステムである Home Energy Management 

System（HEMS）については，2011 年度の東日本大震災以降，日本国内において産官学が一体とな

った検討[15][16]もあり，課題解決に向けて日本全体で様々な取り組みが行われている．具体的には，

HEMS の動向を整理するだけでなく[17]，家電の IoT 化するための手法[18]，HEMS における家電

の制御に関する手法[19][20]，そしてエネルギーマネジメントの評価するためのツールに関する実装

[21]など多岐にわたっている．しかし，高圧小口需要家に関する取組みはまだ不十分であり，高圧小
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口需要家である小型小売店舗や中小ビルにエネルギーマネジメントシステムが導入されていたとし

ても，特定のベンダーの機器やサービスで構成する垂直統合型のシステムが構築されることが一般

的であった[22][23]．そこで，本研究においては，エネルギーマネジメントシステムに様々なベンダ

ーが事業参画可能となるように，ベンダー非依存型エネルギーマネジメントシステムにおける水平

分離型のアーキテクチャを提案し，研究を行った．なお本論文においては，高圧小口需要家のうち小

型小売店舗を最初のターゲットとした．その理由については次節に記載する． 

 

1.3  小型小売店舗におけるエネルギーマネジメントシステムの重要性 

図 1.6 に示す通り，日本国内において小型小売店舗であるコンビニエンスストアの店舗数は毎年

増加が続いている．例えば平成 27 年 3 月時点では 52,620 店であったのに対し，平成 28 年 3 月時

点では 54,018 店と，一年間でも約 1,400 店舗増加している[24]．また，図 1.7 に示す通り，コンビ

ニエンスストアにおけるエネルギー消費量も年々増加しており[25]，コンビニエンスストアにおけ

る 1 か月あたりの電気代は約 30 万円程度となっている（[26][27][28]より推計）．これらのデータか

ら，省エネを実施するにあたり，小型小売店舗は効果の大きい需要家の有力な候補と考えることが

できる． 
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図 1.6 コンビニエンスストアの店舗数の遷移 

 

【エネルギー消費量】
（MWh）

 
図 1.7 コンビニエンスストアにおけるエネルギー消費量の遷移 

 

エネルギーマネジメントシステムをこれらの店舗に導入しない場合は，省エネ効果は主に機器単

体による省エネ効果のみとなるが，エネルギーマネジメントシステムを導入することで，機器単体

の省エネ効果に加えエネルギーマネジメントシステムによる有効的な電力利用（電力の地産地消）
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や，デマンドレスポンス（DR）による省エネやネガワット取引のインセンティブ受領など，多岐に

わたる効果を出すことが期待できる． 

日本国内における電力システム改革が生み出す新たな環境と連動することも重要である．平成 27

年 7 月からは東京電力サービスエリア全域[29]，中部電力サービスエリア全域[30]，関西電力サービ

スエリア全域[31]でスマートメーターの B ルート実装が開始されている．また，平成 28 年 4 月には

全国の全ての需要家は，電力会社への設置申請から 13 営業日以内にスマートメーターで計測した電

力関連のデータを B ルート経由で取得できるようになることが経済産業省における官民連携機関

JSCA スマートハウス・ビル標準・事業促進検討会で合意され，ガイドライン[32] [33]として発表さ

れている．この結果，小型小売店舗をはじめとする高圧小口の需要家においても，IoT 対応の機器が

必ず少なくとも 1 台は設置される状況となっている． 

 

1.4  本論文の構成 

以下，第 2 章にて，小型小売店舗へのエネルギーマネジメントシステムの導入に関する課題を明

らかにして，エネルギーマネジメントシステムにとって重要な機器とコントローラ間の国際的な標

準通信仕様の調査，評価を実施した．エネルギーマネジメントシステム導入の課題を解決するため

の目指すべき水平分離型のアーキテクチャの提案とともに，このアーキテクチャを実現するために

必要な技術を明確にした． 

第 3 章にて，「IoT 通信技術（ECHONET Lite，ISO/IEC 14543-4-3）」を確立した．具体的には，

小リソース機器の IP 化／IoT 化を容易に実現する ECHONET Lite の通信仕様を作り，作成した仕

様を元に「一般社団法人エコーネットコンソーシアム」にて，技術委員長及び担当 WG の主査とし

て標準化活動を提案，推進した．そして，作成した通信仕様について実機でのマルチベンダー間相互

接続検証を実施した．最終的にはこの通信仕様を ISO/IEC JTC1 SC25 WG1 に国際標準化提案を行

い，Editor として国際標準文書の作成を担当するとともに，会議での F2F レビューを通じて各国専

門家からのコメントや質問に対して仕様を説明し，ドラフト投票時における各国からのコメントに

対応して，最終的に ISO/IEC 14543-4-3 として発行されることとなった． 
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第 4 章にて，「システム機器グループ管理方式（機器オブジェクト詳細規定，IEC 62394 Ed.3）」

の研究結果と検証結果をまとめた．一般家庭に設置する機器と店舗などに設置する業務用のシステ

ム機器とのアーキテクチャの違いを明確にして，IoT 化した業務用のシステム機器の機器構成を把

握するために必要な「グループ情報」について研究開発を実施し定義した．そして，このグループ情

報を「一般社団法人エコーネットコンソーシアム」にて，技術委員長及び担当 WG の主査として標

準化活動を推進するとともに，システム機器であるショーケースやパッケージエアコンを管轄する

工業会「日本冷凍空調工業会」に働きかけ，「グループ情報」の導入を合意した．その結果として，

エコーネットコンソーシアムより「ECHONET 機器オブジェクト詳細規定」にて公開した．また，

「グループ情報」含めた機器の制御コマンドを IEC TC100 TA9 に国際標準提案を実施した．Project 

Leader として国際標準文書を作成するとともに，会議において各国専門家に対して仕様を説明した．

さらに，提案文書の品質の高さや国内における使用実績などを元に標準化手順の短縮を提案し，

Committee Draft の Voting から標準化プロセスを開始することができ，最終的に IEC 62394 Ed.3

として発行されることとなった． 

なお，第 3 章，第 4 章に示すこれらの活動に関する評価として，国内での活動については，日本

電機工業会より「電機工業技術功績者表彰：優良賞」を団体で受賞[34]し，国際標準活動については，

情報処理学会・情報規格調査会より「国際規格開発賞」を受賞[35]した． 

第 5 章にて，目指すべき水平分離アーキテクチャに基づいた「ベンダー非依存型エネルギーマネ

ジメントシステム（VIEMS）」を実際の小型小売店舗に導入した．垂直統合型のシステムは初期投資

が高く，機器の入れ替えが困難という課題に対し，導入当初は標準対応の機器が少ないという状況

を鑑みて，VIEMS を導入し「自動制御と手動制御のハイブリッド制御の有効性の検証結果」と「徐々

に ECHONET Lite 対応機器へ入れ替え」を実現することより，スモールスタート可能なエネルギ

ーマネジメントシステム導入の実現を達成した． 

第 6 章にて，本論文の結果として，「ベンダー非依存型 EMS における水平分離アーキテクチャ」

として以下の事項を整理提示した．「IoT 通信技術」及び「システム機器グループ管理技術」が，研

究開発，仕様検証，標準化（国際標準化の推進含む）を通じて確立し，その結果，「技術者，ベンダ

ーの増加（第 3 章）」，「制御対象機器の増加（第 4 章）」，「スモールスタートでのシステム導入（第
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5 章）」を実現したことで，ベンダー非依存型 EMS における水平分離アーキテクチャを確立できた

ことを示し，EMS の普及が期待できることを提示した．今後の展開として，ベンダー非依存型エネ

ルギーマネジメントシステム（VIEMS）の多数の店舗展開に向けた検討事項や海外への普及の観点

で全体のまとめを提示した． 
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第2章 設計指針 

本章では，小型小売店舗へのエネルギーマネジメントシステム導入の目的を整理する．そして，エ

ネルギーマネジメントシステム導入における従来の課題を整理した．特に取組みが不十分である機

器とコントローラ間の標準通信仕様に関する調査と評価を実施し，目指すべき水平分離型のアーキ

テクチャの考え方について整理した．そして，水平分離型のアーキテクチャの実現に向けて必要な

技術について明確にした． 

 

2.1  小型小売店舗へのエネルギーマネジメントシステム導入の目的 

エネルギーマネジメントシステムを導入していない一般的な小型小売店舗の構成例を図 2.1 に，

エネルギーマネジメントシステムを導入する小型小売店舗の構成例を図 2.2 に示す． 

分電盤

～
電力線

PCS

高圧スマート
メーター

商用電源

ショーケース

業務用空調 照明システム 家庭用エアコン

店舗（例）蓄電池

太陽光発電

 

図 2.1 エネルギーマネジメントシステムを導入していない店舗事例 
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店舗
コントローラ

分電盤

～
電力線

PCS ルーター

通信線

高圧スマート
メーター

商用電源 インターネット

ショーケース

業務用空調

照明システム

家庭用エアコン

店舗（例）蓄電池

太陽光発電

 
図 2.2 エネルギーマネジメントシステム導入済みの店舗事例 

 

エネルギーマネジメントシステムを導入する店舗については，図 2.1，図 2.2 に示す通りエネル

ギーマネジメントシステムを導入していない店舗に情報を運ぶ通信線を追加し，電気を運ぶ電力線

と情報を運ぶ通信線とで構成される．通信線は無線，有線いずれも考えられる．電力の観点では，商

用電源と接続するスマートメーターが最上位になるが，情報の観点では，すべての機器（スマートメ

ータ含む）を束ねる店舗コントローラが最上位になる． 

図 2.1 のような店舗において，省エネルギーを推進するためには，省エネ性能が高い機器への入

れ替え，店舗の店員による手動制御が主な手段である．それに対して，エネルギーマネジメントシス

テムを導入することによって，機器の入れ替えや手動制御だけでなく，「遠隔からの自動制御」，「デ

マンドレスポンスなどのサービスによる省エネ制御」といったアプリケーションによって，エネル

ギーの削減量を増やすことが可能になる．エネルギーマネジメントシステム未導入店舗と導入店舗

におけるエネルギーの削減量の差分イメージを図 2.3 に示す． 
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図 2.3 削減量の差分イメージ 

 

また，太陽光発電の買取価格は毎年下がってきており[5]，グリッドパリティの時代に到達すると，

経済合理性の観点からでも発電した太陽光電力は発売するより自家消費で使用されるようになる．

その場合，エネルギーマネジメントを管理するコントローラは，IoT 化された太陽光発電の余剰電力

を確認すると，蓄電池に充電指示を出すことでエネルギーの地産地消を実現し，より高効率なエネ

ルギー利用を実現することができる．また，機器を IoT 化すると，設備管理，リモートメンテナン

スなどの新規サービスの追加も可能になる． 

 

2.2  小型小売店舗へのエネルギーマネジメントシステム導入における従来の

課題 

従来の小型小売店舗で実施しているエネルギーマネジメントシステムのモデルとしては，大きく

以下の 2 パターンに分類されており，普及にはつながっていない． 

 独自のセンサシステムによるデータ収集や，分電盤に設置する CT 計測により，電力関連
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の情報の収集，見える化を行うモデル[36][37][38]  

 端末や機器からインターネット上のサービスまでを垂直統合にシステムを構築するモデ

ル[39][40]  

エネルギーマネジメントシステム導入における一つ目の課題として，一般的に導入されているエ

ネルギーマネジメントシステムは，下流の機器から上流のサーバ上のサービスまで新規に垂直統合

に構築するモデルになっている．このモデルは，実証実験などにおいて機器の遠隔制御や状態参照

を実施するためのシステムを容易に構築できるメリットがある．しかし，設置可能な機器のベンダ

ーやコントローラなどが固定化され中長期的に機材の入れ替え時にベンダーの選択肢が少なくなっ

てしまう課題や，入れ替えが困難であるため導入当初より大規模システムが必要であり，初期投資

が大きくなるという課題がある．このような垂直統合型のシステムアーキテクチャを図 2.4 に示す． 
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図 2.4 垂直統合型のシステムアーキテクチャ 

 

二つ目の課題としては，提供するシステムが独自方式を用いたセンサシステム構築によるデータ

収集や使用エネルギーの見える化にとどまっており，他社機器を含め遠隔制御可能な機器が少なく，

システムの拡張性に乏しい点である． 

三つ目の課題として，小型小売店舗において，エネルギーマネジメントシステム導入の初期投資

を抑える観点から，エネルギーマネジメントを実行するために遠隔からの自動制御を可能とする標
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準通信方式対応の機器を全店に導入することは困難である．また標準通信方式対応の機器の普及は

始まったばかりで選択肢が少ない状況でもある．したがって，導入当初は，標準通信方式対応の機器

の導入には限りがあり，そのため，遠隔制御を用いたエネルギーマネジメントの効果が小さくなっ

てしまうことが考えられる． 

 

2.3  機器とコントローラ間の国際的な通信仕様の調査，評価 

小型小売店舗へのエネルギーマネジメントシステムの導入に向けて，様々な研究，開発などが行

われてきているが，基本的には同一ベンダー環境での取組みが中心となっている[41][42]．小型小売

店舗に設置されているすべての機器が同一のベンダーで構成されていることはないため，エネルギ

ーマネジメントシステムをマルチベンダーで導入するにあたり，様々な機器が共通の標準通信仕様

に対応する機能を搭載することが必要になる． 

本研究において，小型小売店舗に設置される IoT 化対応機器間の連携することによって，エネル

ギーマネジメントを実現に向けて，国際的な標準通信仕様の調査から着手する．基本的には，標準の

通信仕様が存在している「ホームネットワーク向けの通信仕様を導入するアプローチ」と「ビルマネ

ジメント向けの通信仕様を導入するアプローチ」が考えられる．これらのアプローチにおける現在

のそれぞれの状況を表 2-1 にまとめる． 

 

表 2-1 各アプローチにおける現在の状況 

アプローチ 状況 

ホームネットワーク適用 規格として ECHONET，ZigBee など存在するが，マルチベンダ

ー相互接続環境での導入が不十分 

ビルマネジメント適用 BACnet，LONWORKS などの通信仕様があるが，ネットワーク

管理者が必要であり，中小規模でのシステム構築にはコスト高 

 

「ビルマネジメント適用」に関しては，ビルマネジメントシステムの用途において，BACnet[43]，

Lonworks[44]などの標準仕様の通信プロトコルが存在している．しかし，これらのプロトコルはネ

ットワーク管理者が必要なビルオートメーションシステムのようなシステムに用いられることが一
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般的である．しかし，今回の研究対象とした小型小売店舗などの環境においては，通常ネットワーク

管理者は不在であるため，これらの通信仕様を採用することは困難な状況である．したがって，ホー

ムネットワーク向けの通信仕様を適用してエネルギーマネジメントシステムを導入することが適し

ていると判断した． 

ホームネットワーク向けの通信仕様として，ECHONET[45][46]，ZigBee[47][48]，Z-wave[49][50]，

KNX[51]などといった通信仕様が存在しており，これらの通信仕様の導入を検討するため，各通信

仕様の調査と評価を実施した． 

国内において公共性の高い事業に用いる場合や，事業をグローバルに展開する場合を考慮すると，

国際標準は重要な観点であり，一点目の評価ポイントとしてあげた．伝送メディアについては，相互

接続性の観点や伝送メディアの調達の観点で，Ethernet，Wi-Fi，Bluetooth など様々な標準的な伝

送メディアの利用が可能であることが重要である．したがって，標準伝送メディアの利用可否につ

いて，二点目の評価ポイントとしてあげた．また，伝送メディアについては，いずれも長所，短所の

両方を持っている点と，様々な伝送メディアが新たに標準仕様として市場に出てくることを考慮し，

サービスやシステムの要件などによって，自由に伝送メディアを選択可能であることが重要であり，

三点目の評価ポイントとしてあげた．また，通信プロトコルを統一しても，機器の制御コマンドまで

標準化をしていなければ，結局は相互接続を実現することができない．したがって，制御コマンドの

機器の数を四点目の評価ポイントとした．また，センサネットワークの応用事例としてエネルギー

マネジメントとの連携に関する研究[52][53][54]も数多く実施されており，将来的なセンサネットワ

ークへの適用も重要な要素と考えた．そのため最後に電池駆動のセンサでも搭載可能な省リソース

の通信仕様であるかどうかを五点目の評価ポイントとした．各通信仕様について，調査して検討し

た結果について，表 2-2 にまとめた． 
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表 2-2 各通信仕様の評価 

 ECHONET ZigBee Z-wave KNX 

国際標準 ○ △ ○ ○ 

標準伝送メディアの利用 △ ○ ○ △ 

伝送メディア選択の自由度 △ × × △ 

制御コマンド数 ◎ △ △ △ 

センサ類への搭載 ○ ○ ○ × 

 

表 2-2 に示す評価ポイントにおいて，ZigBee と Z-wave については，使用できる伝送メディアが

決められているため，選択自由度の評価を「×」とした．KNX については，従来ビル向けにも利用

できる通信仕様を一般家庭用に適用していることもあり，センサ類など電池駆動の機器を対象には

していない．そのため，センサ類への搭載について評価を「×」とした．また，ECHONET の制御

コマンド数は他の通信仕様と比較すると圧倒的に多い[55]．この点が，特に ECHONET が他の通信

仕様と比べて優勢だった点であり，評価を「◎」とした．具体的に，エネルギーマネジメントシステ

ムに用いる主な機器を中心に調査した各標準仕様において定義している制御コマンドの比較を表 

2-3 に示す． 

 

表 2-3 規定している制御コマンドの比較 

 ZigBee Z-wave KNX ECHONET 

SEP2.0 ZHAP1.0 

太陽光発電 △※1 × × × ○ 

燃料電池 × × × × ○ 

HP 給湯機 △※1 ○※2 ○※2 ○ ○ 

蓄電池 △※1 × × × ○ 

エアコン（HVAC） △※1 ○ ○ ○ ○ 

IH クッキングヒーター × × × × ○ 

洗濯乾燥機 × × × × ○ 

オーブンレンジ × × × × ○ 

電気式床暖房 × × × × ○ 

照明 △※1 ○ ○ ○ ○ 

食器洗乾燥機 × × × × △ 

分電盤 × × ○ ○ ○ 

スマートメーター ○ × ○ ○ ○ 
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※1：デバイスとして定義はされているが，詳細コマンドの定義が無い 

※2：”water heater”として定義 

 

以上より，表 2-2，表 2-3 に示した結果からエネルギーマネジメントシステム構築時のマルチベ

ンダー相互接続を考慮すると，ECHONET をベースに検討することが望ましい結論とづけた．しか

し，ECHONET 規格を用いたエネルギーマネジメントシステムにおいて普及は十分ではなく，また

技術面においても課題があった．「第 3 章 IoT 通信技術の開発と相互接続性の検証，及び標準化の推

進」において，ECHONET の技術課題を抽出するとともに，新しい IoT 通信技術である ECHONET 

Lite の検討結果について整理した． 

 

2.4  目指すべき基本システムアーキテクチャ 

目指すべきシステムアーキテクチャに対する基本的な考え方を本節にて整理する．また，小型小

売店舗へのエネルギーマネジメントシステムの導入に向けては，小規模投資での開始が重要であり，

導入過程に必要となる手動制御含めた考え方を説明する． 

市場を構築していくために，「見える化だけではなく，他社機器含めた遠隔制御機能を要するシス

テム」，「導入当初は小さな投資による小さなシステムで開始し，徐々に様々なベンダーの参画も可

能な形でシステムを拡大できる方式」という 2 点の要件を満たすことができるシステムアーキテク

チャを検討する．具体的には，標準化インタフェースを活用して，機器とコントローラとサービスと

を水平分離可能なシステムアーキテクチャを検討する．このような思想については M2M アーキテ

クチャ[56]という形で検討が行われてきているが，実際の市場にエネルギーマネジメントシステム

を導入していくためには，実際に用いる仕様を具体化することが必要である．今回提案するシステ

ムアーキテクチャを図 2.5 に示す． 
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図 2.5 水平分離型のシステムアーキテクチャ 

 

また，「2.2 小型小売店舗へのエネルギーマネジメントシステム導入における従来の課題」に三つ

目の課題として記載した通り，エネルギーマネジメントシステムを構築して継続的にエネルギーマ

ネジメントを行うことが重要であるが，特にエネルギーマネジメントシステム導入当初は，エネル

ギーマネジメントを実施するために自動制御が可能な標準通信方式対応の機器は限られる．特に設

備系の機器は 10 年近く利用することが一般的であり，標準通信方式対応の機器の導入速度は 10 年

かけて徐々に入れ替わるようになる．そのため，小型小売店舗のエネルギーマネジメントシステム

を拡張する過程において，小型小売店舗の従業員が参加できるエネルギーマネジメントシステムす

なわち従業員による手動制御と自動制御とを合わせたハイブリッド制御を実現するシステム構築が

重要である．したがって，ベンダー非依存型エネルギーマネジメントシステムを構築するにあたり，

省エネの効果だけでなく，従業員のエネルギーマネジメントへの参加の可能性についても検証を行

う． 

水平分離型のシステムアーキテクチャに基づき，これらの要件を満たすベンダー非依存型エネル
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ギーマネジメントシステム（VIEMS）を実際の小型小売店舗へ導入して展開を実現するために，以

下の項目を明確化した．特に一点目と二点目については，小型小売店舗へエネルギーマネジメント

システムを導入するにあたり，前段階として取り組まなければならない事項である． 

 一点目は，下記に示すステップにおいて，IoT 通信技術を具体化して確定させた．具体的には，

前節にて様々な国際的な標準通信仕様に調査，評価したうえで選択した ECHONET をベースにし

て技術的な課題を抽出し，それらの課題を解決した新しい通信仕様である「IoT 通信技術」を明確に

した．さらに，その「IoT 通信技術」について，標準化活動の推進を行い，様々な技術者の意見を集

約し規格化を実現した．さらに，日本国内での標準化だけでなく，国際標準のためのドラフト作成，

及び標準化提案を自ら行い，国際標準化を達成することができ，海外にも通用する「IoT 通信技術」

であることを証明した．「IoT 通信技術」の研究開発に関する内容を第 3 章に記載する．また，この

「IoT 通信技術」のマルチベンダー相互接続性の検証結果についても，第 3 章に記載する． 

二点目は，「1.2 研究の目的と方針」に記載した通り，小型小売店舗や中小ビルなどにエネルギー

マネジメントシステムを導入するに当たり，業務用パッケージエアコンやショーケースなどの業務

用のシステム機器の IoT 化が重要になる．これらのシステム機器を IoT 化するための「システム機

器グループ管理技術」の方式を検討し，その結果について，標準化活動を推進した．国際標準仕様書

の作成，及び提案を自ら行い，IoT 通信技術と同様，国際標準として承認されることとなった．また，

開発したエミュレータを用いて，「システム機器グループ管理技術」の確からしさを検証した結果含

めて第 4 章に記載する． 

三点目として，目指すべき水平分離アーキテクチャに基づいた「ベンダー非依存型エネルギーマ

ネジメントシステム（VIEMS）」を実際の小型小売店舗に導入した．垂直統合型のシステムは初期投

資が高く，機器の入れ替えが困難という課題に対し，「自動制御と手動制御のハイブリッド制御の有

効性の検証」と「エネルギーマネジメントシステムの 2 ステップでの導入」により，スモールスタ

ートでのエネルギーマネジメントシステム導入を実現した結果について第 5 章にまとめる． 

なお，クラウド上に存在している様々なサービス同士の連携にあたっては，一般的な技術である

WebAPI[57][58][59]を用いることで，各種サービスやデータの連携を実現することが可能になる．

需要家内に設置されるコントローラは需要家における情報のゲートウェイの位置づけとし， IP イ
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ンタフェースにより，クラウド上のサービスと接続する．この構成を水平分離型のシステムアーキ

テクチャの基本的な考え方とする． 

水平分離型のアーキテクチャに基づくベンダー非依存型エネルギーマネジメントシステム

（VIEMS）を導入することによって，機器の状態やエネルギーの見える化だけでなく機器の遠隔制

御についても，ベンダーの制約を受けることのないエネルギーマネジメントシステムとなる．また， 

VIEMS は，垂直統合型のシステムとは異なり，機器とコントローラとサービスが疎結合の関係であ

るため，店舗内における機器の交換時やクラウド上のサービスの交換時において，特定の機器ベン

ダーに制限されることがない．そして，各機器は標準通信仕様でシステムに接続するため，異なるベ

ンダーの機器に入れ替える場合でも，システム全体を更新する必要なく交換することができる．そ

の結果，省エネ性能の高い機器への入れ替えなど，機器自身の性能で機器を選択することが可能と

なる． 
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第3章 IoT 通信技術の開発と相互接続性

の検証，及び標準化の推進 

本章では，「2.4 目指すべき基本システムアーキテクチャ」で記載した新しい「IoT 通信技術」に

関する深掘りを行う．目指すべきシステムアーキテクチャにおける本章の位置づけを図 3.1 に示す． 

サービス
（A社）

サービス
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図 3.1 水平分離型システムアーキテクチャにおける本章の位置づけ 

 

具体的には，「IoT 通信技術」を確立するために，以下に示すステップで仕様検討から標準化まで

を実施した． 

１． 有力な通信仕様と判断した ECHONET 規格に関する技術課題の検証を行い，課題解

決に向けた方向性の検討と標準化の戦略策定を行った． 

２． 技術課題を解決する仕様案を策定し，その策定した仕様案を元に，標準化活動を推進
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した． 

３． 実機を用いて，マルチベンダー接続の環境を構築し，策定した仕様案の相互接続性の

検証を実施した． 

４． 国際標準仕様ドラフトを作成し，世界各国の Expert への提案，説明を F2F で実施

し，最終的に国際標準仕様 ISO/IEC 14543-4-3 として，承認された． 

以下，これらのステップを通じて，ベンダー非依存型エネルギーマネジメントシステム（VIEMS）

における IoT 通信技術として ECHONET Lite を確立し，その結果，開発技術者及びベンダーの増

加を実現した．詳細な説明については，次節以降に記載した． 

 

3.1  ECHONET 規格の課題検討と新通信仕様の標準化検討 

3.1.1  標準化仕様提案時における課題 

ECHONET 規格には技術的な課題があるだけでなく，実際には市場への製品の普及が進んでいな

いという現実もあった[60]．そのため，技術課題を解決しつつ，ECHONET 規格の強みである豊富

な制御コマンドを活用可能な新しい通信仕様を開発することを検討し，エコーネットコンソーシア

ムに提案した． 

しかし，エコーネットコンソーシアムの幹事会社において，新規提案に対する規格化の検討を実

施した際，従来の ECHONET 規格への愛着による従来仕様の継続性を求める反対の意見や，すでに

商品を出していることから相互接続性の観点に基づく新規規格の反対の意見も多く出た．それに対

し，「エコーネットコンソーシアムの会員が減少し，そして普及が進んでいないことを見なければな

らない点」，「ECHONET 規格策定時と異なり，標準的な伝送メディアが多く市場に出てきている点」，

「従来の ECHONET 規格と相互共存性ある仕様である点」，「ECHONET の強みである制御コマン

ドをそのまま活用可能な点」などを丁寧に説明した．その結果，新規提案の承認を取り付けることが

でき，新しい通信仕様である ECHONET Lite の標準化に着手した． 
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3.1.2  従来の ECHONET 規格の課題 

新しい通信仕様である ECHONET Lite が解決しなければならなかった ECHONET 規格の主な

課題について記載する． 

一点目の課題は，ECHONET 規格は制御コマンドやメッセージフォーマットなどの上位層に関す

る仕様だけでなく，ECHONET 専用の通信メディアの仕様も含めて定義していた．従来の

ECHONET の定義範囲を図 3.2 に示す[46]． 

Layer
1-4

OSI
Layer

Layer
5-7

• OSI参照モデルの1～7層の全レイヤを規定

• 通信メディアはECHONET独自仕様を規定

• 通信アドレスはECHONET独自のアドレスを使用

PLC 特小
無線

IrDA
Bluetooth® Ethernet

UDP/IP UDP/IP

プロトコル差異吸収処理部

ECHONET通信処理部

アプリケーション

ECHONETアドレス

など

 

図 3.2 ECHONET 規格の規定範囲 

 

伝送メディアはエコーネットコンソーシアム独自で規定した通信仕様であり[61][62][63]，他の用

途での使用が困難であったことから，特に Power Line Communication (PLC)や特小無線などの通

信モジュールは市場にあまり広がりがなく，市場から安価に調達することが困難であった．しかし，

2000 年代以降，インターネットの普及とともに，Ethernet，Wi-Fi，HD-PLC など，宅内で使用可

能な様々な国際標準仕様の伝送メディアが登場してきた[64]． 
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そのため，通信仕様に関して，サービスや要件などに基づいて容易に標準の伝送メディアを調達

可能とするためのアーキテクチャにすることを決め，ECHONET Lite はトランスポートフリーの通

信仕様を定めることを決めた．ECHONET Lite 通信仕様と ECHONET 通信仕様との対比を表 3-1

にまとめる．ECHONET の強みであった制御コマンド数の多さについては，ECHONET Lite にお

いても継承することとした． 

 

表 3-1 各通信仕様の評価 

 ECHONET ECHONET Lite 

国際標準 ○ ○ 

標準伝送メディアの利用 △ ○ 

伝送メディアの選択自由度 △ ○ 

制御コマンド数 ◎ ◎ 

センサ類への搭載 ○ ○ 

 

また，表 3-1 での評価以外においても，従来の ECHONET 規格においては，長年にわたるオプ

ション機能の追加により，仕様自体がかなり複雑化されており，新規参入者への障害となっていた．

これらの課題については以下の二点目から四点目として整理した． 

二点目の課題として，複雑な機能開発が必要となっており，開発可能な新規技術者を増やすこと

が困難であった．具体的には，アプリケーション層の開発者が，使用している通信メディアを意識せ

ずに通信を行うために，「ECHONET アドレス」という独自のアドレス層を規定していた．すなわ

ち，通常の通信に利用する MAC アドレスや IP アドレスの上位に独自の通信アドレスの規定があ

り，通信仕様として冗長であるとともに，開発者が理解するのが困難な要因の一つでもあった．ま

た，同様に伝送メディアを意識せずに機能設計できるようにすることを目的とした「プロトコル際

吸収処理部」の搭載も必須であった．しかし，実際には，タイムアウトの設計などを考慮すると，通

信メディアに依存しないアプリケーション開発を実施することは稀であり，また採用する候補のメ

ディアの選択肢も多くは無かったため，冗長な機能となっていた． 

三点目の課題として，システム構築の難解さがあげられる．具体的には，ECHONET 独自の通信

アドレス「ECHONET アドレス」を配信するための NetID サーバと呼ばれる機能や，複数の伝送メ
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ディアを使ってシステムを構築する場合には，ECHONET アドレスのルーティングを実現するため

の ECHONET ルータ機能がシステム内に必要となっており，システム構築自体が容易にできるも

のではなかった．なお，ECHONET Lite を規定するにあたり，不要と判断した ECHONET の主な

機能について表 3-2 にまとめる 

 

表 3-2 主な削減機能一覧 

削減した機能 機能の説明 

ECHONET ルータ ECHONET アドレスを用いて，ECHONET 通信をルーティングす

る機能 

NetID サーバ ECHONET 機器に，ECHONET アドレスを付与する機能 

ECHONET アドレス 伝送メディアの差分を隠蔽し，上位レイヤにて共通的に使用する

ことができる ECHONET 独自のアドレス 

プロトコル差異吸収処理部 伝送メディアの差分を上位レイヤに隠蔽するための機能 

 

また，四点目の課題として，ECHONET では 2000 年 3 月に Ver.1.00 を公開してから ECHONET

規格の最終バージョンである 2011 年に Ver.4.00 を公開するまで，機能追加によるバージョンアッ

プを何度も繰り返してきた．その結果，メッセージフォーマットの解釈が最大で 12 種類まで増えて

しまい，それらを見分けた処理を実行する必要があり，特に新規参入者にとって開発が困難であっ

た．図 3.3 に示す通り，12 種類の具体的な識別としては，「ECHONET 通信処理部のレイヤを暗号

化したメッセージか平文のメッセージかの識別」，「単一の機能の制御，状態参照，通知などを示すメ

ッセージか，複数の機能の制御，状態参照，通知などを示すメッセージかの識別」，「メッセージ内に

送信元機器の情報のみ，送信先の機器の情報のみ，もしくは送信元と送信先の両方の機器の情報が

含まれているかの識別」をであった． 
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・セキュア電文
・平文電文

・単一機能
・複数機能

・送信元のみ
・送信先のみ
・送信元＆送信先

12種類

・規定電文 ・送信元＆送信先 1種類

ECHONET

ECHONET Lite

 

図 3.3 メッセージフォーマットの種別の比較 

 

ECHONET Lite 通信仕様では，機器とコントローラ間で制御，状態参照，状態通知を実施するう

えで必要な機能である必須機能のみに絞り，単一のメッセージフォーマットのを規定することとし

た． 

 

3.1.3  エコーネットコンソーシアムにおける標準化検討 

ECHONET 規格をベースとし，前項に記載した課題を解決することを中心に新しい IoT 通信技術

である ECHONET Lite の仕様検討を実施するにあたり，技術委員長としてまず方針を示した．そ

して，システムアーキテクチャ WG の主査として，幹事会社 7 社の技術委員の意見を整理しながら，

具体的な仕様策定を主導した．また，仕様を改訂するに当たり，エコーネットコンソーシアム全会員

のレビューを実施し，最終版（Ver.1.12）公開前の全会員レビューにおいては，100 社を超える企業

に対して意見照会を行ったうえで，仕様公開を実施した．具体的な検討としては，システムアーキテ

クチャ WG での仕様検討は，ほぼ隔週に 1 回のペースで実施し，2015 年 9 月に ECHONET Lite の

現時点の最新版である Ver.1.12 を公開するまで，ECHONET Lite の仕様策定を主導して実施した． 

また，ECHONET Lite を使いやすくするため，ECHONET Lite の実装に関する設計指針の更新

も継続して行った．取りまとめの方法として，当社での開発，他社での開発，エコーネットコンソー

シアムが主催するプラグフェスト[65]（会員が参加して，相互接続を確認するイベント）でのコメン

トなどを集約し，実装する上で気を付けるべき事項を取りまとめた[66]．具体的な内容として，マル
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チキャスト送信に関する考え方，電文送信時の考え方，応答の扱いに関する考え方，送信専用機器の

考え方，ノード（機器）の検出・発見手順，TCP 搭載時の指針など相互接続性向上の観点で仕様改

訂を実施した． 

この結果，ECHONET Lite 規格書は，機器の IP 化（IoT 化）を容易に実現するための機能を定

義するとともに，ECHONET 規格書と比較しても大幅に仕様を削減した．その結果，新規参入者が

容易に開発に取り組むことができる仕様を策定することができた．ECHONET 規格においては，新

規参入者より開発するうえで規格書の参照先が分からない，といった声もあったが，ECHONET 

Lite 公開後はこのような苦情は聞こえなくなった．また，企業による研究開発だけでなく，教育機

関への広がり[67] [68] [69]を見せていることからも，新規参入の容易性を示せていると考えること

ができる． 

実際，ECHONET 規格は 10 部で構成されており，全部で 1,666 ページの規格であったのに対し，

ECHONET Lite 規格は 5 部構成であり，全部で 314 ページの規格とした．また，IoT 通信技術に関

わる通信仕様そのものについては ECHONET 規格，ECHONET Lite 規格ともども第 2 部に定義し

ているが，ECHONET 規格は 256 ページであるのに対し，ECHONET Lite 規格は 58 ページと大

幅に圧縮することができた． 

 

3.1.4  ECHONET Lite の仕様策定 

ECHONET Lite においては地球環境問題，エネルギー問題，少子高齢化問題などの解決を目指し，

白物家電，設備系機器，センサ類などの小リソースの機器が，ベンダーに依存することなく連携動作

を可能とすることを目的としている．ネットワーク管理者不要で，プラグアンドプレイ機能を搭載

しているなど容易にシステム構築することができる通信仕様[70]であることを目指した．「3.1.2 従

来の ECHONET 規格の課題」とそれに対して ECHONET Lite 開発におけるアプローチを表 3-3 に

まとめる． 
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表 3-3 ECHONET の課題と解決アプローチ 

番号 従来の ECHONET の課題 解決アプローチ 

課題 1 ECHONET でしか使用できない伝送メ

ディアを定義 

 Wi-Fi，Ethernet などの国際標準の伝

送メディアの自由な選択 

 宅内のインターネットインフラの活

用可能とするため IP アドレス利用に

対応 

課題 2 ECHONET 独自の通信アドレスを定義 

課題 3 システム構築のために，ECHONET 独

自のネットワーク機器が必要 

課題 4 最大 12 種類のメッセージストラクチャ

定義 

 ECHONET の強みである制御コマン

ドの活用が可能なメッセージフォー

マットを定義 

 

解決アプローチを元に仕様作成した ECHONET Lite の特長として，主に以下の 2 点があげられ

る[55][71][72]． 

 IEEE，ITU などで国際標準として規定されている伝送メディアをサービスの要件や，

設置環境の要件等に基づいて選択することを可能としたトランスポートフリーの通信

プロトコル 

 機器の制御コマンドをオブジェクト指向によるモデル化により規定することで，100 種

類以上の機器の制御コマンドを規定するとともに，それらの機器へアクセスするための

インタフェースを統一した通信プロトコル 

ECHONET Lite 仕様作成における一つ目のアプローチについて説明する．まず，ECHONET Lite

を策定するにあたり，白物家電，センサ類，設備系機器などのリソースが小さい機器の IP 化・IoT

化を容易に実現すること，すなわちネットワーク機能を容易に搭載できる仕様を作ることが必要不

可欠と判断した．まず ECHONET Lite は，OSI 参照モデル[73]における 5 層～7 層に限定したトラ

ンスポートフリーの通信仕様とすることにより，サービスの要件や，設置環境の要件等に基づき，シ

ステム設計者が市場から安価な伝送メディアを選択することが可能になった．例えば，市場におい

てデファクトとなっており通信信頼性が高い Ethernet や，認証機関にて認証されている Wi-Fi，Wi-

SUN，HD-PLC などを伝送メディアとして選択することが可能である．ECHONET Lite 規格の規

定している範囲を図 3.4 に示す． 
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Layer
1-4

OSI
Layer

Layer
5-7 ECHONET Lite 通信部

アプリケーション

下位通信部
（Ex. IEEE802.11, IEEE 802.3 etc.）

IP addressMAC address or

• OSI参照モデルの5層以上相当のみを規定

• IP addressもしくはMAC address を通信アドレス
として使用

 

図 3.4 ECHONET Lite の規定範囲 

 

従来の ECHONET 規格では，上述した通り IP アドレスの上位に ECHONET アドレスを設けて

いた関係もあり，トランスポート層のペイロードに ECHONET メッセージをそのまま格納するこ

とができない仕様であった．ECHONET Lite のメッセージストラクチャを定義するにあたり，

ECHONET アドレスを廃止するとともに，ECHONET メッセージと共存可能できるように，

ECHONET Lite メッセージのヘッダの値を定義した．従来の ECHONET 規格に対応した製品がす

でに市場にあることから，従来の ECHOENT と ECHONET Lite は同一ネットワーク上で共存でき

ることは必要不可欠である．具体的には，「ECHONET/IP ヘッダの値」，「ECHONET メッセージの

ヘッダの値」のいずれの値とも重複しない形で定義を実施した．IP 使用時の ECHONET と

ECHONET Lite のメッセージの比較を図 3.5 に示す． 
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UDPヘッダ ECHONET メッセージIPヘッダ ECHONET/IPヘッダ

UDPヘッダ …ECHONET Lite メッセージIPヘッダ

IPv4:0x01+パケット種別(0x00～0x13)
IPv6:0x02+パケット種別(0x00～0x13)

ECHONET Lite(下位層にIPを使用してもECHONET/IPヘッダ不要)

従来のECHONET(下位層にIPを使用)

ECHONET Liteのヘッダの値を
・ECHONET / IPヘッダ
・ECHONETメッセージのヘッダ
と重複しない値を設定し、ECHONETとECHONET 
Liteを共存可能に。

IP使用時のみ必要なヘッダ

 

図 3.5 ECHONET と ECHONET Lite の IP 利用時の比較 

 

このような通信仕様を策定することによって． IP アドレスを容易に用いることが可能な通信機

能を機器へ搭載することが可能となった．また，IP アドレスを用いることができるようになったこ

とから，宅内のインターネット環境をインフラとして利用することも可能となり，ECHONET 利用

時には必要であった専用のネットワーク機器を用いることなく，ECHONET Lite を用いてシステム

を容易に構築することが可能となった． 

また，ECHONET Lite 仕様作成における二つ目のアプローチとして，ECHONET で優位性の高

かった制御コマンドとして規定しているパラメータを利用できるメッセージストラクチャを構築し

た．現在では，100 種類以上の機種の詳細な制御コマンドを定義している．機器の制御コマンドをオ

ブジェクト指向によるモデル化により規定することで，メーカに依存することなく共通の制御コマ

ンドとして規定した．例えば，エアコン，照明，太陽光発電，燃料電池，蓄電池，HP 給湯機などの

創蓄省エネ機器は，メーカごとに制御するためのプログラム群やデータ群が異なるのが通常である．

そのため，マルチベンダー間の相互接続を考慮した場合，コントローラの制御プログラムは，メーカ

毎に異なったプログラムが必要となり，実質マルチベンダー間の相互接続はとても困難な状況であ

った．そこで，機器の種別を「ECHONET オブジェクト」，各々の機器が持つ情報や機能を

「ECHONET プロパティ」，各機能の操作方法を「ECHONET サービス」と定義して，3 層構造で
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実際の家電機器・センサ類などをオブジェクト指向によりモデル化し，機器へのアクセスのインタ

フェースを統一した．制御コマンドのデータモデルのイメージ図を図 3.6 に示す． 

エアコン

冷房制御

プログラム

暖房制御

プログラム

室外機制御

プログラム

動作状態

運転モード

設定温度

モデル化

エアコン

ECHONETサービス
（操作方法）

ECHONETプロパティ
（情報・機能）

ECHONETオブジェクト
(機器の種別)

エアコンオブジェクト

設定温度 運転モード

制御 状態参照 通知

プログラム データ

 
図 3.6 制御コマンドのデータモデル 

 

このように多数の機器の制御コマンドを定義していることは，他の通信仕様と比較してマルチベ

ンダー間の相互接続の観点において，ECHONET Lite の強みである．制御コマンドを取りまとめて

いる「ECHONET 機器オブジェクト詳細規定」については，定期的に仕様を更新し，対象とする機

器の制御コマンドを増やしている[74]．ECHONET Lite の規格化の取り組んだ際，規格化していた

機器の数は 87 種類であったが，その後も定期的に仕様を更新し続けていることで 109 種類（2017

年 11 月現在）まで増加した．ここ近年の定義している機器の種類の増加を図 3.7 に示す． 
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図 3.7 制御コマンド規定している機器の種類の増加 

 

このように多数の制御コマンドを規定しているが，実際に制御コマンドを定義している 100 種類

以上の機器のうち，主な機器のリストを表 3-4 にまとめる[55]． 

 

表 3-4 制御コマンドを規定している主な機器 

クラスグループ 主な機器 

センサ関連 防犯センサ，人体検知センサ，電力センサ，開閉センサなど 

空調関連 家庭用エアコン，空調換気扇，空気清浄機，業務用パッケージエア

コンなど 

住宅・設備関連 電動ブラインド，電気温水器，住宅用太陽光発電，燃料電池，蓄電

池，電気自動車充放電器，スマートメーター，照明，照明システム

など 

調理・家事関連 冷凍冷蔵庫，電子レンジ，IH クッキングヒーター，洗濯乾燥機，業

務用ショーケースなど 

健康関連 体重計など 

管理・操作関連 コントローラ，スイッチなど 

AV 関連 ディスプレイ，テレビなど 

 

87 88 89 92 94
100 103

107 108 109

0

20

40

60

80

100

120

Release ARelease BRelease CRelease DRelease E Release FRelease GRelease H Release I Release J

定義済みの機器数



40 

制御コマンドとして規定しているパラメータを用いて，ECHONET Lite のメッセージストラクチ

ャを構築した．その際，センサ類などの機器にも対応できるように，メッセージサイズをできる限り

最小化することを考慮した．UDP/IP 利用時を事例として，UDP のペイロードに ECHONET Lite

のメッセージを格納したメッセージストラクチャを図 3.8 に記す． 

機器種別 サービス
- 制御

- 状態参照 etc.

EPC：サービス対象機能
PDC：データサイズ
EDT：設定値（状態値） 例：ON/OFFなど

EHD1 EDATA

…

Header

IP header UDP header UDP data

TIDEHD2

SEOJ ESV OPC EPC 1 PDC 1 EDT 1 EPC n PDC n EDT n

制御コマンドとして定義しているパラメータを最大限活用

DEOJ

 

図 3.8 ECHONET Lite のメッセージストラクチャ 

 

3.1.5  産官学連携による ECHONET Lite の普及促進 

エコーネットコンソーシアムで標準化を推進した ECHONET Lite の普及拡大を図るために，日

本国内における政府調達関連の事業や公共性の高い事業において，ECHONET Lite が採用されるこ

とを目指し，経済産業省を中心に，提案活動を推進した．具体的には，東日本大震災の後でエネルギ

ー問題を解決するために立ち上げられた「スマートハウス標準化検討会」において，提案活動を行

い，ZigBee，KNX などを提案する競合グループなどとプレゼンテーションを実施し，前項に記載し

た ECHONET Lite の技術的な特長（国際標準仕様の伝送メディアの自由な選択，豊富な制御コマ

ンドの定義）が認められ，最終的に ECHONET Lite が，エネルギーマネジメントシステムにおける

公知で標準的な通信インタフェースとして推奨されることとなった．その後も，スマートハウス・標

準・事業促進検討会[75]やエネルギー・リソース・ビジネス・アグリゲーション検討会（ERAB 検討

会）[76]などにおいても，エネルギーマネジメントを検討する WG に委員として参加し，ECHONET 

Lite を使用したエネルギーマネジメントシステムに関する施策の提案を継続して実施した．特に，
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小型小売店舗においてエネルギー消費量の大きい業務用パッケージエアコン，業務用ショーケース

や照明システムについて，ERAB 検討会において，重要なエネルギーリソースとして定義され

[77][78]，今後の導入加速に期待できる状況である． 

 

3.2  エネルギーの有効活用の事例による IoT 通信技術の検証構成 

「1.1 背景」に記載した通り，電力会社が太陽光発電システムに対して出力を制御することが可能

となる規則改定も行われたこともあり，再生可能エネルギーの余剰電力を無制限に電力網に出力す

るのではなく，より有効に電力を活用するエネルギーマネジメントを行う必要がある．本節におい

ては，一般家庭だけでなく，中小ビルや小型小売店舗にも設置されている太陽光発電と蓄電池を用

いた有効に電力を活用するためのユースケースを用いて，IoT 通信技術である ECHONET Lite のマ

ルチベンダー間相互接続性の検証を実施する．なお，小型小売店舗において，すべての機器が同一の

ベンダーで構成されていることはなく，複数のベンダーの機器で構成されていることが一般的であ

るため，本節で示す検証は重要である． 

 

3.2.1  有効な電力活用を実現するユースケース 

コントローラと，スマート電力量メータ，蓄電池，太陽光発電を用いて，太陽光発電の出力制御を

防止し，有効に電力を利用するための基本的なユースケースを記載する． 

まず，図 3.9 に高効率なエネルギー活用を実現するための基本的なシーケンスを記載する．コン

トローラは，スマート電力量メータより，家庭内での電力に関する情報を定期的に取得するのが一

般的である．また，同様に太陽光発電からは発電に関する情報を定期的に取得し，蓄電池からは充電

量に関する情報を定期的に取得する．コントローラは，太陽光発電による発電が家庭内で利用して

いる電力を上回っているか，下回っているかを判断する．太陽光発電の発電が，家庭内の使用電力を

上回っている場合，コントローラは，蓄電池の充電量より充電可能と判断すれば，太陽光発電による

発電分を蓄電池にて充電する． 
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スマートメーター 太陽光発電 コントローラ 蓄電池

「家庭内での電力に関する情報」を常時参照

「発電に関する情報」を常時参照

発電に関する情報と充電量より
蓄電池への制御内容を判定

充放電制御

「充電量」を常時参照

 

図 3.9 高効率なエネルギー活用を実現するためのシーケンス例 

 

3.2.2  標準仕様を用いた実現方法 

図 3.9 で示した高効率なエネルギー活用を実現するための制御コマンドを整理する．前項で示し

たユースケースをベンダーに依存しない形で，実現するために，スマート電力量メータ，蓄電池，太

陽光発電などの制御コマンドの標準化をエコーネットコンソーシアムにて推進した．低圧スマート

電力量メータ，太陽光発電，及び蓄電池の代表的な制御コマンドを表 3-5，表 3-6，表 3-7 に記載

する．なお表中の「EPC」は，ECHONET Property Code の略であり，機能を示すプロパティ名称

をバイナリの値で定義したコードであり，実際の通信に用いる．アクセスルールの Set は制御が可

能であることを示し，Get は状態の参照が可能であることを示す．また，「M」は搭載必須を意味し，

「O」は搭載オプションを意味する． 
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表 3-5 低圧スマート電力量メータの主な制御コマンド 

プロパティ名称 EPC 内容 アクセスルール M／O 

動作状態 0x80 ON: 0x30,  

OFF: 0x31 

Set O 

Get M 

有効電力量有効桁

数 

0xD7 0x01～0x08 Get M 

積算電力量計測値

（正方向計測値） 

0xE1 0x00000000 ～ 0x05F5E0FF (0 ～

99,999,999） 

Get M 

積算電力量計測理

値履歴（正方向計測

値） 

0xE2 1-2 バイト：積算履歴収集日 

0x0000～0x63 (0～99) 

3 バイト目以降：積算電力量計測値 

0x00000000～0x05F5E0FF  

(0～999,999,999) 

Get M 

積算電力量計測値

（逆方向計測値） 

0xE3 0x00000000 ～ 0x05F5E0FF (0 ～

99,999,999） 

Get M 

積算電力量計測理

値履歴（逆方向計測

値） 

0xE4 1-2 バイト：積算履歴収集日 

0x0000～0x63 (0～99) 

3 バイト目以降：積算電力量計測値 

0x00000000～0x05F5E0FF  

(0～999,999,999) 

Get M 

積算履歴収集日 1 0xE5 0x00～0x63 (0~99） Set / Get M 

瞬時電力計測値 0xE7 0x80000001～0x7FFFFFFD 

 (-2,147,483,647～2,147,483,645) 

Get M 

定時積算電力量計

測値（正方向計測

値） 

0xEA 最新の 30 分毎の計測時刻における

積算電力量（正方向計測値）につい

て，計測年月日を 1～4 バイト目，

計測時刻を 5～7 バイト目，積算電

力量（正方向計測値）8～11 バイト

目で示す． 

Get M 

定時積算電力量計

測値（逆方向計測

値） 

0xEB 最新の 30 分毎の計測時刻における

積算電力量（逆方向計測値）につい

て，計測年月日を 1～4 バイト目，

計測時刻を 5～7 バイト目，積算電

力量（正方向計測値）8～11 バイト

目で示す． 

Get M 

 

 



44 

表 3-6 太陽光発電の主な制御コマンド 

プロパティ名称 EPC 内容 アクセスルール M／O 

動作状態 0x80 ON: 0x30,  

OFF: 0x31 

Set O 

Get M 

瞬時発電電力計測

値 

0xE0 0 ～ 65,533 W Get M 

積算発電電力量計

測値 

0xE1 0 ～999,999.999kWh Get M 

 

表 3-7 蓄電池の主な制御コマンド 

プロパティ名称 EPC 内容 アクセスルール M／O 

動作状態 0x80 ON: 0x30,  

OFF: 0x31 

Set O 

Get M 

運転動作状態 0xCF 急速充電 = 0x41, 充電 = 0x42, 放

電 = 0x43, 待機 = 0x44, テスト = 

0x45, その他 = 0x40 

Get M 

運転モード設定 0xDA 急速充電 = 0x41, 充電 = 0x42, 放

電 = 0x43, 待機 = 0x44, テスト = 

0x45, 自動 = 0x46, その他 = 0x40 

Set / Get M 

蓄電残量 1 0xE2 0～999,999,999 Wh Get M* 

蓄電残量 2 0xE3 0～3,276.6 AH Get M* 

蓄電残量 3 0xE4 0 ～ 100 % Get M* 

*蓄電残量 1，蓄電残量 2，蓄電残量 3 のいずれかの搭載を必須 

 

表 3-5，表 3-6，表 3-7 に記載した制御コマンドのうち，図 3.9 のシーケンスに用いる具体的な

制御コマンドを用いて説明する．コントローラは，スマート電力量メータより，家庭内の使用電力を

定期的に取得するにあたり，「定時積算電力量計測値（正方向計測値）(EPC = 0xEA)」，「定時積算電

力量計測値（逆方向計測値）(EPC = 0xEB)」，「瞬時電力計測値 (EPC = 0xE7)」プロパティの値を

取得する．また，同様に太陽光発電から，「瞬時発電電力計測値 (EPC = 0xE0)」を定期的に取得す

る．太陽光発電が発電しており，かつ逆潮流している場合（家庭内の使用電力を上回っている場合），

コントローラは，蓄電池の「蓄電残量 3 (EPC = 0xE4)」を取得し，充電可能な残容量があれば，太

陽光発電による発電分を蓄電池に充電するために，蓄電池の「運転モード設定 (EPC = 0xDA)」に，
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急速充電 (0x41)，もしくは充電 (0x42)を設定する． 

 

3.2.3  実機を用いた検証 

前項までに示したユースケース，及び標準仕様による実現方法が，実際に可能であるか実機を用

いて検証した．図 3.10 に，コントローラと蓄電池と太陽光発電システムとを接続したシステム構成

を記載する．なお，蓄電池は日立マクセル製品を接続し，情報取得及び制御を実施した．また，京セ

ラ製のパワーコンディショナーにオムロン製のパワーコンディショナー用 ECHONET Lite アダプ

タを接続することで，太陽光発電の情報を取得した．コントローラについては，神奈川工科大学が保

有する PC 上で動作可能なコントローラを利用した．また，これらの機器とコントローラを Ethernet

で接続し，特別なネットワーク設定をすることなくシステムを構築することで，一般の需要家にお

いては，上述した「ネットワーク技術を持たない一般の人が，これらの機器を任意に組み合わせて，

システムを構成する必要がある」という課題への解決も行っている．なお，図 3.10 に記載したシス

テム内で用いている通信内容は，Wireshark を用いてログデータを取得した． 
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蓄電池：192.168.11.206

【日立マクセル】
製品名: Energy Station Type C
品番: SES080C-014E

太陽光発電：192.168.11.208

【OMRON】
製品名: ECHONET Lite adapter for power conditioner
品番: KP-ENL1-KC

【Kyocera】
商品名:  PV power conditioner
品番: SES080C-014E

コントローラ
コントローラ：192.168.11.51

【神奈川工科大学】
PC上のソフトウェア

 

図 3.10 実機を用いた検証システム 

 

コントローラが，蓄電池の製造メーカを取得した際の通信ログを図 3.11 に示す．図 3.11 に示す

ように，メーカコードの値は「0x000078」であることが分かり，このメーカコードは日立マクセル

を示す[79]．次に，太陽光発電システム（パワーコンディショナー用 ECHONET Lite アダプタ）か

らも同様にデータを取得し，パワーコンディショナー用アダプタが，オムロン製であることを確認

した． 
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「日立マクセル」
を示すコード

【コントローラは蓄電池からメーカコードを取得要求】

【蓄電池はコントローラへメーカコードを応答】

メーカコードを示すEPC：0x8a

メーカコードを示すEPC
 

図 3.11 コントローラが蓄電池よりメーカコードを取得した時のログデータ 

 

続いて，ユースケースについて確認する．太陽光発電システム（パワーコンディショナー用

ECHONET Lite アダプタ）から瞬時発電電力計測値を取得する．そのログデータを図 3.12 に示す

通り，取得結果は 110W であった．次に，蓄電池に充電可能か確認するために，現在の残容量をコ

ントローラは蓄電池より取得した．その際，蓄電池の残容量は図 3.13 に示す通り 93%であった．コ

ントローラは，該当する充電池は充電可能と判断し，蓄電池の運転モード設定に対して，充電モード

に遷移するための制御要求を送信した．コントローラは，数分後に再度蓄電池の残容量を取得した

ところ，図 3.13 に示す通り残容量が 96%への増加を確認できた． 
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図 3.12 コントローラと太陽光発電の間の通信ログデータ 
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【storage battery responds the remaining stored electricity 3 to controller】

（93%）This code is stored electricity 3.

【After setting operation mode, controller monitors the remaining stored electricity 3 again. 】

（96%）

chargingThis code is operation mode.

【controller requests the charging mode to the storage bsttery.】

 

図 3.13 コントローラと蓄電池の間の通信ログデータ 

 

太陽光発電と蓄電池の実機を用いた検証結果より，標準化を推進した ECHONET Lite を用いる

ことで，市場から実際に調達可能な複数のベンダーの商品を用いて，システムを構築することが可

能であることを確認できた．そして，電力を高効率に活用するエネルギーマネジメントシステムの
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実現が可能であることを証明することができた．今後は，需要家にとって最大限の価値を提供する

ために，制御アルゴリズムが重要になる．例えば，エアコン，照明などの省エネ機器に対する消エネ

制御，ヒートポンプ給湯機などの電気を熱に変換し蓄熱するための制御，及び蓄電池からの放電す

る制御を組合せてピークシフト，ピークカットなどを実現することが重要である． 

 

3.2.4  相互接続性を向上するための取組み 

相互接続性を向上するための取組みとして，技術委員長を務めるエコーネットコンソーシアムの

技術委員会において，プラグフェストを年に 2 回～3 回のペースで企画している[80]．プラグフェス

トとは，エコーネットコンソーシアムの会員が様々な ECHONET Lite 機器を持ち寄って，異なる

ベンダーの機器と相互接続試験を実施することで，規格書解釈の相違や実装の誤りなどの問題を発

見するための場である． 

また，ECHONET Lite 規格を正しく実装しているかどうか検証するための ECHONET Lite の認

証試験仕様書を作成した．エコーネットコンソーシアム会員は，試験仕様書に記載した試験項目を

実施することで，ECHONET Lite の規格適合性を確認することが可能である． 

これらの取組みを行うことで，マルチベンダー間の相互接続性の向上を図ることができ，その結

果として，エコーネットコンソーシアムの会員各社から ECHONET Lite の規格認証を取得した製

品が数多く出てきている．規格認証取得件数の経緯を図 3.14[81]に示す．今のなお，安定して

ECHONET Lite の認証を取得している件数が増えていることが分かる． 
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図 3.14 ECHONET Lite 認証取得件数 

 

3.3  国際標準化提案活動 

ECHONET Lite は，ISO/IEC JTC1 SC25 にて通信プロトコルが ISO/IEC 14543-4-3[82]の文書

にて，IEC TC100 において各機器の制御コマンドが IEC 62394[83]の文書にて，それぞれ国際標準

として発行されており，日本国内だけでなく海外の専門家にも認められている通信仕様である．本

節においては，ECHONET Lite を ISO/IEC JTC1 SC25 WG1 に国際標準提案を行い，国際標準化

を達成するまでの活動状況を整理した． 

 

3.3.1  国際標準化提案活動の重要性 

1994 年に合意された WTO (World Trade Organization)協定により，世界各国において国際標準

の重要性が認識され，活発な国際規格獲得競争が行われるきかっけとなった．ISO (International 
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Organization for Standardization: 国際標準化機構 )や IEC (International Electrotechnical 

Commission: 国際電気標準会議)などのデジュール機関において国際標準化を達成することは現在

において非常に重要である[84][85][86]．また，日本国としても国際標準化について重要性を認識す

るとともに，推進を図っている[87][88]．国際標準化は，日本国内の技術者から海外の技術者へ技術

者層を広めるという観点だけでなく，その技術を用いた事業拡大に必要不可欠なものである．具体

的には，WTO 加盟国に適用される TBT (Technical Barriers to Trade)協定[89]および政府調達協定

によって，海外だけでなく日本国内においても，公共性の高い事業には，国際標準仕様の適用が求め

られるからである． 

 

3.3.2  ECHONET Lite の国際標準化活動 

前項に記載した国際標準化の重要性を鑑み，ECHONET Lite について国際標準化提案を実施し

た．提案先は，Home Electronic System (HES)の国際標準規格検討を担当している ISO/IEC JTC1 

SC25 WG1[90]に提案することとした．提案後の一般的な国際標準化の検討プロセスを図 3.15 に示

す[91]． 

新作業項目：New Work Item Proposal (NP)の提出

作業原案：Working Draft (WD)の作成

委員会原案：Committee Draft (CD)の作成

委員会原案の審議：Committee Draft Voting(CDV)の各国の投票

国際規格原案：Draft for International Standard (DIS)の作成

国際規格原案の審議：Draft for International Standard (DIS)の各国の投票

最終国際規格原案：Final Draft for International Standard (FDIS)の作成

最終国際規格原案の審議：Final Draft for International Standard (FDIS)の各国の投票

国際規格の発行

 
図 3.15 国際標準化プロセス 
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2012 年 4 月に，カナダのビクトリアで開催された ISO/IEC JTC1 SC25 WG1 に出席し，

ECHONET Lite の国際標準化提案を行いたい旨，プレゼンテーションを実施した．その結果，新し

い文書の番号（ISO/IEC 14543-4-3）が割り当てられ，次回の会合に向けて，NP（New work item 

Proposal）と WD（Working Draft）を提出することを約束した． 

2012 年 9 月にスイスのジュネーブで開催された WG1 参加に先駆けて，NP 文書と WD 文書の作

成を行い，2012 年 7 月末に事務局に送付した．9 月の WG1 においては，各国 Expert に対して説明

を実施し，「どのような通信アドレスシステムが使えるか，制約条件などがあるか？」，「802.15.4 に

準拠したネットワークの場合，他のネットワークとはどのように共存できるか？」，「ネットワーク

に属する機器はメッセージの宛先をどのようにして分かるのか？」などといった質問に対して，丁

寧に回答，説明を行い概ね了承を得ることができた．NP を採択されるためには，各国 Expert によ

る承認が必要になるため，このプロセスは非常に重要であり，了承を得られたことは重要な結果で

あった．この時の WG の中で，提出した Working Draft に関して，全文レビューを実施した．Expert

合意による修正の殆どは書式，形式，用語，英文に関わるものであり，提出した Working Draft の

質の高さを各 Expert に改めて認識してもらうことができた．一点のみ，「意味が不明」との指摘を

受けた段落については，WG1 開催中に差替えの文書案を提出し，改めて各 Expert に変更内容の合

意を受けた．その結果，WG1 終了後に，NP 文書の提出とともに Committee Draft として事務局に

提出されることとなり，大きな進捗を示すことができた． 

しかし，一度目の NP 提案に関して，Expert 個人を指定した標準ドラフト作成・編集への参加表

明国が 5 カ国集まらなかったため，一度は否認される結果となった．2013 年 4 月のアメリカのアー

リントンで行われた WG1 において，NP 提案と一緒に回覧した CD 文書のレビュー結果に対するコ

メント（24 件）への回答と，レビュー結果を CD への修正反映した Draft について，改めて審議を

実施し，Draft に対する各国 Expert の合意を得た．その結果，NP 文書と CD 文書を事務局に回覧

し，各国の投票を行うことが WG1 で承認された．再度の否認を防ぐために，参加していた各国の

Expert に対し，ドラフト策定に参加するように働きかけ，その結果として最終的には，2013 年 9 月

に NP が正式に承認される結果となった．なお，Expert 個人を指定した標準ドラフト作成・編集へ

の参加表明国は 7 カ国（日，米，中，韓，豪，加，英）となった． 
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2013 年 10 月のスウェーデンのキスタで行われた会議において，二度目の CD 投票に関するレビ

ューコメント（24 件）への審議を実施した．審議の結果を踏まえて，ドラフトの該当箇所の説明追

加，英文修正を行うとともに，レビューコメントへのレゾリューション文書（RoC）を作成し，各国

Expert の合意を得た．その後，CD 文書が承認される結果となり，DIS（Draft for International 

Standard）の投票を実施することとなった． 

2014 年 9 月の中国の北京で行われた会議において，DIS の投票結果のレビューと今後のプロセス

の確認を実施した．今までに審議を何度も丁寧に重ねてきたこともあり，DIS 投票を集計の結果，

「承認」となった．DIS 投票に関するコメントはエディトリアルなコメントが 2 件であり，エディ

トリアルな修正を行った後，FDIS 投票（２か月間）に進むことが確認された．FDIS は 2014 年 12

月に，賛成15カ国，反対0カ国で満場一致で承認される結果となった[92]．その後，SC25のSecretary

や IEC の事務局とエディトリアルな微修正などを行い，最終的に 2015 年 9 月に国際標準文書

ISO/IEC 14543-4-3 として発行されることになった． 

なお，WG1 の会議風景を図 3.16 に示す．参加者は毎回多少の前後はあるもののおおよそ 10 カ

国前後が出席し，議論を重ねがら国際標準化を達成した． 

 

図 3.16 ISO/IEC JTC1 SC25 WG1 の会議風景 
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3.4  本章のまとめ 

本章において，IoT 通信技術を確立するに当たって，既存の通信仕様の調査，評価によって明確に

した課題を解決した通信仕様である ECHONET Lite を IoT 通信技術として仕様確立，標準化（国

際標準化含む）を達成した．また，確立した IoT 通信技術がマルチベンダー間相互接続性の観点で

も，信頼できるという結果を今回実施した技術実証において示せた．具体的には，エネルギーマネジ

メントにおいて重要である創蓄機器である太陽光発電，蓄電池の実機を活用して検証することによ

って，ECHONET Lite は異なるベンダーの機器間においても相互連携することが可能な通信仕様で

あることが確認した．これらの機器は，一般家庭だけでなく，マンションや小型小売店舗，中小ビル

などの業務用用途においても，設置される機器であり，小型小売店舗においてエネルギーマネジメ

ントシステムを容易に構築できる可能性を示すことができた．今後は，一般家庭だけでなく，業務用

用途に多く設置されているシステム機器特有の仕様の検討や，創蓄省エネ機器を対象とした省エネ

制御アルゴリズムや需給バランス制御アルゴリズムの精度を高めることで，より高効率なエネルギ

ーマネジメントの実現が可能になると考える． 

また，これらの技術の標準化（コンソーシアムによる標準，国際標準化によるデジュール標準，産

官学連携によるデファクト標準）をしたことによって，研究者，開発者の枠を広げることが可能にな

った．企業の技術者による研究開発だけでなく，教育機関へ研究者の広がりを見せている．さらに国

際標準化を達成したことにより，日本国内の企業だけでなく，海外の技術者へ広がり[93][94][95]を

見せていることは大きな成果である．企業という観点においても，ECHONET Lite 公開前はエコー

ネットコンソーシアムの会員数は 28 社まで下がっていたが，ECHONET  Lite 公開以後は増加し，

現在（2017 年 10 月）においては，エコーネットコンソーシアムの会員メンバーが 168 社に，教育

機関の会員である学術会員が 31 会員まで大幅に増加した[96]．さらに，ECHONET Lite 認証を取

得した機器が 2016 年度には約 400 万台出荷されており，2016 年度末には ECHONET Lite の認証

を開始して以来類型 1000 万台超を超える機器が出荷されている．また，スマート電力量メータにつ

いては，「1.3 小型小売店舗におけるエネルギーマネジメントシステムの重要性」記載した通り，2015
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年 7 月から搭載が始まっており，現段階において，約 3000 万台のスマート電力量メータに

ECHONET Lite が搭載されている． 
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第4章 システム機器グループ管理技術の

方式検討および標準化推進 

本章では，「2.4 目指すべき基本システムアーキテクチャ」で記載した「システム機器グループ管

理技術」に関する深掘りを行う．「1.2 研究の目的と方針」に記載した通り，一般住宅及び大型ビル

向けには，ネットワーク機器の導入の普及が見込まれつつあるが，小型小売店舗のように，一般住宅

より大きくビルより小さい建造物に設置する業務用機器についてはシステム化が十分にできていな

い．また，業務用機器は，業務用パッケージエアコン，ショーケースなど複数の機器で構成されるシ

ステム機器が導入されている．これらの業務用のシステム機器を用いて，メンテナンスやエネルギ

ーマネジメント，遠隔監視などのサービスを実行するためには，各機器の構成を把握したうえで，機

器のベンダーに依存しない形でシステム化を行えることが重要である．本章では，家庭用機器と業

務用のシステム機器におけるアーキテクチャの差異を明確化し，ECHONET Lite を用いることで

IoT 化した業務用のシステム機器（業務用パッケージエアコン，ショーケースなど）の構成を識別す

る手法を検討する．具体的には，システム機器の機器構成を把握するために必要なグループ情報に

ついて研究開発を実施し定義し，その検討結果を検証により確認した．実施した結果をもとに，シス

テム機器グループ管理技術のキーとなる機器の構成を示すグループ情報に関する仕様をエコーネッ

トコンソーシアムや国際標準機関にて標準化を推進した結果をまとめた．目指すべきシステムアー

キテクチャにおける本章の位置づけを図 4.1 に示す． 
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図 4.1 水平分離型のシステムアーキテクチャにおける本章の位置づけ 

 

本章による検討の結果，ECHONET Lite を用いて IoT 化したシステム機器が管理可能な状況にな

ることを表 4-1 にまとめる． 

 

表 4-1 各通信仕様の評価 

 従来の仕様 本論文の成果 

センサ類の管理 ○ ○ 

家電類の管理 ○ ○ 

システム機器の管理 × ○ 

 

具体的には，「システム機器グループ管理技術」を確立するために，以下に示すステップで仕様検

討から標準化までを実施した． 

１． 家庭用エアコン，照明などの一般の機器と業務用パッケージエアコンやショーケース

などのシステム機器とのアーキテクチャの差分を明確化した． 

２． システム機器を IoT 化した時の課題を明確にした．そして，課題を解決するための手
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法を検討し，エミュレータを開発し，検討結果の正当性を検証した． 

３． その検討結果であるグループ情報について，通信の観点ではエコーネットコンソーシ

アムでの標準化を推進し，機器の観点では日本冷凍空調工業会に提案し，それぞれ仕

様化に関して合意を取った． 

４． 国際仕様案を作成し，世界各国の Expert への提案，説明を実施し，最終的に国際標

準仕様 IEC 62394 Ed.3 として，承認された． 

 

4.1  小型小売店舗の構成 

従来の一般的な小型小売店舗における構成例を図 4.2 に示す．図 4.2 に示すように，例えばショ

ーケースシステムと業務用パッケージエアコンシステムはそれぞれが独立して動作しており，店舗

内の機器間での連携はない．図 4.2 においてはショーケースとパッケージエアコンのみの構成で記

載したが，実際の店舗においては照明をはじめ様々な機器が独立して動作している． 

従来の小型小売店舗

ショーケース
専用コントローラ

ショーケース ショーケース
ショーケース

室外機

各社にて規定した
内部インタフェース

ショーケース
システム

業務用空調専用
コントローラ

室内機 室内機 室外機

各社にて規定した
内部インタフェース

業務用
パッケージ
エアコン
システム

各々
独立

 
図 4.2 従来の小型小売店舗における構成例 

 

また，このように各機器が独立して動作している場合，各機器での個別最適な動作は実現可能だ

が，各機器では他の機器の状態が分からないため，小型小売店舗における全体最適な動作を実施す

ることは困難である．全体最適の事例として，ピークカットの要請時に機器間の連携を実現するシ

ステムを構築することで，日時，天候，店舗内の環境などに基づいて，必要な機器のみ制御すること

が可能になる．ECHOENT Lite を適用することで機器間の連携を実現する小型小売店舗の構成例を
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図 4.3 に示す．各機器システムを束ねる一台の店舗コントローラを設置し，各機器に ECHONET 

Lite を搭載することで 1 台の店舗コントローラが各機器と ECHONET Lite にて通信を実施する．

なお，図 4.3 はシステム構成全体の事例であり，ショーケースシステム及び業務用パッケージエア

コンシステムが，ネットワークに接続する具体的なアーキテクチャについては，「4.2 一般の機器と

システム機器とのアーキテクチャの差異」に詳細に記載する． 

機器連携を実現する小型小売店舗

ショーケース
専用コントローラ

ショーケース ショーケース
ショーケース

室外機

ショーケース
システム 業務用パッケージ

エアコン専用
コントローラ

室内機 室内機 室外機

業務用
パッケージ
エアコン
システム

店舗コントローラ

 

図 4.3 機器連携を実現する小型小売店舗の構成例 

 

4.2  一般の機器とシステム機器とのアーキテクチャの差異 

図 4.3 の構成例の機器連携を実現する小型小売店舗において，ECHONET Lite を搭載する小型

小売店舗への適用時の課題が発生する一因として，家庭用機器と小型小売店舗などに設置される業

務用のシステム機器とのアーキテクチャの違いがある．家庭用機器は単一の機器で構成されている

のに対し，業務用のシステム機器は複数の機器で構成しており，複数の機器間は各社にて規定した

内部 I/F を用いてシステム化されている．ネットワーク対応の家庭用機器のアーキテクチャについ

てエアコン，冷蔵庫を事例にして図 4.4 に示す． 
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ECHONET Lite I/F

冷蔵庫

冷凍冷蔵庫クラス

ECHONET Lite I/F

 

図 4.4 家庭用機器のアーキテクチャ 

 

また，システム機器のアーキテクチャについて冷凍・冷蔵ショーケース，業務用パッケージエアコ

ンを事例にして，それぞれ図 4.5，図 4.6，図 4.7，図 4.8 に示す．システム機器を ECHONET Lite

に対応するための実装方式として，図 4.5，図 4.6 に示すように各機器の専用コントローラ上に各

機器の機能を定義している ECHONET Lite の機器オブジェクト（ショーケースクラス，ショーケ

ース室外機クラスなど）を搭載する方式と，図 4.7，図 4.8 に示すようにシステム機器内の各機器

に機器オブジェクトを搭載する方式が考えられる． 

ショーケース専用コントローラ

ショーケース ショーケース
ショーケース

室外機
ショーケース

ショーケース
室外機
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ショーケース
室外機クラス1

ショーケース
クラス3

ショーケース
室外機クラス2

ECHONET Lite I/F

ショーケース
システム

 

図 4.5 冷凍・冷蔵ショーケースのアーキテクチャ 1 
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図 4.6 業務用パッケージエアコンのアーキテクチャ 1 
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図 4.7 冷凍・冷蔵ショーケースのアーキテクチャ 2 
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図 4.8 業務用パッケージエアコンのアーキテクチャ 2 

 

なお，冷凍・冷蔵ショーケースとは冷蔵機能や冷凍機能を持ち，コンビニエンスストアやスーパー
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マーケットなどの小売店舗において，野菜，肉，野菜，飲み物，アイスクリームなどの飲食物を陳列

するためのものである． 

「図 4.5，図 4.6 のアーキテクチャ」と「図 4.7，図 4.8 のアーキテクチャ」はいずれも実装の

可能性があり，比較を表 4-2 にまとめる． 

 

表 4-2 各アーキテクチャの比較 

 メリット デメリット 

図 4.5 

図 4.6 

 機器本体（ショーケースなど）

の変更が不要 

 ソフトアップデートが機器の専

用コントローラのみで実現可能 

 機器専用コントローラが必要 

図 4.7 

図 4.8 

 機器専用コントローラが不要  各機器のソフトウェア，及びハード

ウェアの改修必須 

 既存機器への対応が困難 

 

すでに市場に設置されているシステム機器の ECHONET Lite 対応を考慮する場合，図 4.5，図 

4.6 のアーキテクチャが現実的である．図 4.7，図 4.8 のアーキテクチャは機器の専用コントローラ

が不要というメリットがある半面，既存機器への導入が困難である．困難な最大の要因として，

Ethernet，Wi-Fi などの標準メディアを本体に搭載していない業務用機器が多いためハードウェア

の改修も必要になる点である．ただし，専用コントローラが必須ではないため中長期的に新規の機

器を開発する場合には有効なアーキテクチャである． 

 

4.3  システム機器の IoT 化 

4.3.1  システム機器の IoT 化における課題 

前節に示した通り，家庭用機器と業務用のシステム機器のアーキテクチャは異なり，従来の

ECHONET Lite をそのまま業務用のシステム機器に適用すると図 4.5，図 4.6，図 4.7，図 4.8 の

いずれの場合も複数の機器が並列に ECHONET Lite のネットワーク上に見えることとなり，対向
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する店舗コントローラにおいて複数の機器の構成を ECHONET Lite のネットワーク上では判別す

ることが困難である． 

例えば図 4.5 の事例においては，ショーケース専用コントローラ上に 3 台のショーケースと 2 台

のショーケース室外機が並列に公開されているため，どのショーケースとどのショーケース室外機

が同一の冷媒配管で接続されているのかを ECHONET Lite のネットワーク上で判別することが困

難である．また，図 4.7 の事例においても 3 台のショーケースと 2 台のショーケース室外機がそれ

ぞれ独立してネットワークに接続しているため，図 4.5 の事例と同様にどのショーケースとどのシ

ョーケース室外機が同一の冷媒配管で接続されているか判別することが困難である． 

しかし，ショーケース及びショーケース室外機に対して制御や状態参照を実行する場合，同一の

冷媒配管で接続する他の機器への影響を把握する必要があるため，構成を把握することは必要不可

欠である．具体的にはアイスクリームや氷などを格納しているショーケースの室外機の運転モード

を省エネのために「非冷」にすると，商品が溶けるなどの害が出る可能性がある．また，業務用パッ

ケージエアコンもメンテナンスなどのために故障情報の取得を考慮すると，同一の冷媒配管で接続

する機器について把握する必要がある．また，業務用空調に対して，省エネ制御を実行する場合，室

外機に対して制御することが一般的である．その時，日当たりの良い窓際の室内機が接続する室外

機の動作を止めてしまうと，店舗内の温度環境に大きな影響を与える可能性があり，窓際の室内機

が接続する室外機以外の室外機を制御することで，店舗内の環境悪化を防ぐことができる． 

 

4.3.2  システム機器の構成の判別方法 

業務用のシステム機器に ECHONET Lite を適用するにあたって，図 4.5，図 4.6，図 4.7，図 4.8

に示す通り複数の機器が並列に ECHONET Lite のネットワーク上に見えるため，一般の家庭用機

器では想定する必要がなかった機器の構成を把握するための仕組み，すなわち「システム機器グル

ープ管理技術」が必要となる． 

「システム機器グループ管理技術」の重要な点として，システム機器側が機器の構成をいかに平

易な記述を実現するかという点と，コントローラ側において記述した方式を元に機器の構成を判別



65 

することができるか，という点である． 

具体的な仕組みとして，表 4-3 に記載するように，ショーケースとショーケース用室外機との紐

づけや業務用パッケージエアコンと業務用パッケージエアコン室外機との紐付けなど，影響を及ぼ

す機器同士を紐付けするための情報を「グループ情報」として定義する． 

図 4.5，図 4.6，図 4.7，図 4.8 に示す通り同一の冷媒配管に接続する機器が異なる通信アドレス

を保持する可能性があり，「アドレス含めて階層化管理をバイナリで定義する必要があること」，ま

た，ECHONET Lite はトランスポートフリーであるため，「様々なアドレス体系に対応する必要が

あること」などから実装の容易性を考慮し，新規プロパティである「グループ情報」にて定義するこ

ととした． 

 

表 4-3 グループ情報プロパティ 

プロパティ名称 EPC プロパティ内容 アクセスルール 備考 

グループ情報 0xCA 0x00: 設定なし 

0x01～0xFD 

Set オプション 

Get 必須 

 

機器の構成を判断することは重要であるため，グループ情報を取得（Get）する機能を必須とする．

また，グループ情報の設定（Set）についてはショーケースシステム及び業務用パッケージエアコン

などの設置施工を考慮すると，機器側で設定する方法も想定することができ，必ずしも ECHONET 

Lite の仕組みを用いる必要がないためオプションとする．なお，表 4-3 に示すグループ情報プロパ

ティについては，ショーケースとショーケース室外機や，業務用パッケージエアコンと業務用パッ

ケージエアコン室外機といった機器に特有の機能ではなく，複数の機器で構成する機器を

ECHONET Lite に適用する場合に用いることで機器の構成を識別することが可能である． 

また，本方式を決定するに当たり，他の手法に関して調査，評価した結果については，「4.4 シス

テム機器の構成の判別方法事例」にまとめた．また，コントローラがコントローラ側において記述し

た方式を元に機器の構成の判別可否については，「4.5 システム機器の IoT 化における ECHONET 

Lite の検証」にて結果をまとめた． 
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4.4  システム機器の構成の判別方法事例 

前節で「グループ情報」を定義したが，本節において他の通信仕様における方式を調査，評価した

結果を整理した．具体的には，AV 機器などで用いられている UPnP を用いる方式，ビルマネジメン

ト向けの通信仕様，ホームネットワーク向けの通信仕様，コントローラのアプリケーションにて管

理する方式を対象に調査，評価を実施した． 

 

4.4.1  AV 機器などで用いられている記述方式 

「グループ情報」は 1 階層の記述方式で定義としたが，その他の実現方法として階層構造を表現

することができるデータの定義も考えられる．例えば，テレビや DVD レコーダーなどの AV 機器が

搭載している UPnP で規定する XML を用いた Device Desciption Document[97]を用いることで，

階層化による記述方式を規定することは容易である．Device Description Document を用いた記載

例を図 4.9 に示す． 

しかし，ECHONET Lite の搭載を対象とするセンサ類，白物家電，システム機器を含む設備機器

においては，テレビや DVD レコーダーなどの AV 機器と異なり，XML を解析可能なリソースを搭

載していない機器が多く，XML を用いた解決策は現実的ではない． 

また，このような階層化の記述形式は，1 つの通信アドレスの下に複数の機器が接続する図 4.5，

図 4.6 に示すアーキテクチャであれば実現可能性があるが，図 4.7，図 4.8 に示すアーキテクチャ

ののように，複数の通信アドレスの下に機器が分散する場合，アドレスが変更した場合に動的に記

述を変更する必要もあり，非常に困難なものになる．したがって，階層化した記述形式は，システム

機器の構成を示すには適さないと判断した． 
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<device>  
<deviceCategory>Showcase</deviceCategory>

<deviceType>Showcase _system</deviceType>
<UDN>uuid:任意のID</UDN>
<deviceList>

<deviceType>Showcase_inner1</deviceType>
<UDN>uuid:任意のID</UDN>
<serviceList>        

<service> </service>
</serviceList>

<deviceType>Showcase_inner2</deviceType>
<UDN>uuid:任意のID</UDN>
<serviceList>        
<service> </service>
</serviceList>

<deviceType>Showcase_inner2</deviceType>
<UDN>uuid:任意のID</UDN>
<serviceList>        
<service> </service>
</serviceList>

</deviceList>
</device>

 

図 4.9 Device Description Document を用いた記載事例 

 

4.4.2  その他の通信仕様について 

ZigBee，Z-wave，KNX などといった従来のホームネットワーク向け通信仕様においては，基本

的にシステム機器の制御コマンドの規定がされていない参考にできる仕様が存在していない． 

また，BACnet や LONWORKS などのビルマネジメント向けの通信仕様においては，業務用パッ

ケージエアコンに関して，リモコンの延長で室内機の制御コマンドを規定するのみであり，室外機

との組み合わせを判別可能な制御コマンドは規定されていない．またビルマネジメント向けについ

ては，システム施行者による設置，施工，及びネットワーク管理者の存在によって，必要に応じて，

設置施工時にアプリケーションにて設定するのが一般的であるため，グループ情報に相当するよう

な機器の構成を通信によって識別するための通信仕様は存在していない． 
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4.4.3  コントローラのアプリケーションにおける設定方式 

システム機器の管理構成に関する情報を機器側が保持するのではなく，コントローラのアプリケ

ーションを用いて，管理構成を設定する方式も考えられる．しかし，ネットワーク上においては，例

えばショーケースの室外機の台数などの識別も容易にできるが，複数台の室外機が接続されている

場合において，アプリケーション上で検出した室外機と実際の室外機との関係を設置施工時に間違

えずに設定することは困難であることが想定される．室外機が照明やエアコンの室内機などと異な

り，外部から動作が見えづらいことが一因となる． 

また，システム機器の構成を示す情報がコントローラ側にあるため，コントローラを変更したり，

追加したりする場合に置いて，その都度設定しなければならないという課題も残る． 

以上の結果からも，今回定義したグループ情報のような 1 階層の通信仕様のパラメータが最適な

仕様であると判断した． 

 

4.5  システム機器の IoT 化における ECHONET Lite の検証 

以上の「システム機器グループ管理技術」の検討結果より，ショーケースとショーケース室外機

や，業務用パッケージエアコンと業務用パッケージエアコン室外機などの業務用機器に関して，適

用が可能であると考えた． 

検討結果の正当性を検証するために，実際の適用性に関してエミュレータを用いて検証した．今

回の検証においては，様々なシステム構成において，ECHONET Lite を用いて「システム機器グル

ープ管理技術」の確からしさを検証することが主目的であるため，実機ではなく構成をフレキシブ

ルに設定可能なエミュレータを用いて検証する． 

コントローラについては，神奈川工科大学の HEMS 認証支援センターにおいて試験や実験に用い

ているコントローラを使用した．また，業務用機器については，パナソニック株式会社においてホー

ムネットワークの技術開発を行う際に用いているエミュレータを使用した．マルチベンダー間相互

接続を意識して，異なるベンダー間での検証を実施した． 
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4.5.1  検証システムの構成 

今回，実証したシステム構成を図 4.10 に示す．構成として，ショーケース 5 台とショーケース室

外機 4 台が接続している事例で検証を実施した．また，ショーケースのアーキテクチャは，短期で

の導入が現実的である図 4.5 のアーキテクチャにて検証を実施した． 

ショーケース、ショーケース室外機
エミュレータ（パナソニック）

コントローラ
（神奈川工科大学）

ショーケース
5台

Wi-FIルータ

ショーケース
室外機4台

コントローラ ショーケース
5台

ショーケース
5台

ショーケース
5台

ショーケース
5台 ショーケース

室外機4台

ショーケース
室外機4台

ショーケース
室外機4台

 

図 4.10 検証におけるシステム構成 

 

なお，図 4.10 はシステム構成図を示しており，ショーケース及びショーケース室外機のエミュレ

ータとコントローラはそれぞれ異なる Windows PC 上で動作させている．それぞれのエミュレータ

を同一の Wi-Fi ルータに接続することで相互に通信するシステムを構築し，二つの項目について検

証した．一つ目は，コントローラがショーケース及びショーケース室外機を家庭用エアコンと同等

の手段で検出可能かどうか検証を実施した．二つ目は，「4.3 システム機器の IoT 化」で示した課題

に対して ECHONET Lite を用いて解決できているか検証を実施した．また，今回の検証において

マルチベンダー相互接続を目指す通信の標準仕様を用いるため，当社のエミュレータに，神奈川工

科大学のコントローラを接続し，検証を実施した． 

 

4.5.2  ショーケース及びショーケース室外機の検出 

コントローラがホームネットワーク技術を適用して，ショーケース及びショーケース室外機を検

出可能なことをコントローラの画面を用いて説明する．まず，コントローラの初期画面を図 4.11 に

示す． 
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図 4.11 コントローラの初期画面 

 

コントローラ画面の左下の赤線で囲った部分に，コントローラが検出した機器のリストを表示す

る仕様となっている． 

次に，ECHONET Lite を用いて機器を検出する手段として，コントローラはマルチキャストでノ

ードプロファイルクラス（ECHONET オブジェクト：0x0EF001）の自ノードインスタンスリスト

S プロパティ（ECHONET プロパティコード：0xD6）宛てに，読み出し要求を送信する．ノードプ

ロファイルクラスはノードの通信機能に関する機能を定義したクラスであり，自ノードインスタン

スリスト S プロパティは自ノード上に搭載している ECHONET オブジェクト群を格納するプロパ

ティである． 

ノードプロファイルクラスは ECHONET Lite に対応する機器はすべて保持しているクラスであ

り，同一ネットワークに接続するすべてのノードはコントローラに対して応答することとなる．具

体的には，ショーケース及びショーケース室外機のエミュレータは，ショーケース 5 台及びショー



71 

ケース室外機 4 台示す ECHONET オブジェクトを列挙して応答する．検出した結果を図 4.12 に示

す． 

 

図 4.12 機器の検出結果を示すコントローラ 

 

図 4.12 は，コントローラ画面を拡大したものだが，コントローラは今回新たに定義した業務用シ

ョーケース 5 台及び業務用ショーケース室外機 4 台を検知していることが分かる． 

また，図 4.10 で示すシステムの同一サブネット内にエアコンが 1 台接続されている．そのため，

前述したノードプロファイルクラス（ECHONET オブジェクト：0x0EF001）の自ノードインスタ

ンスリスト S（ECHONET プロパティ：0xD6）宛てに，送信した読み出し要求へ応答したエアコン

が図 4.12 に示す機器リストに含まれている．このことから，家庭用エアコンと同等の手段で，業務

用機器の検出が可能であることを示している． 
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4.5.3  システム機器の構成の識別 

業務用パッケージエアコンやショーケースなどのシステム機器におけるのシステム構成を識別す

るためのグループ情報を設定するための方法として，以下の方式のいずれかが考えられる．システ

ム機器のうちショーケースを事例として検討を実施した． 

 ショーケース側にて設定する仕組みを設ける場合 

 ECHONET Lite を用いて，コントローラが各ショーケースクラス及びショーケース室

外機クラスにグループ情報を設定する場合 

まず，ショーケース側にて設定する場合について検証する．コントローラは，「4.5.2 ショーケー

ス及びショーケース室外機の検出」に記載した方式にて，ショーケース及びショーケース室外機を

検出し，機器リストに格納する．そして，機器リストに格納した機器に向けて「4.5.3 システム機器

の構成の識別」に記載した「業務用ショーケースクラスのグループ情報プロパティ宛て」及び「業務

用ショーケース室外機クラスのグループ情報プロパティ宛て」に，読み出し要求を送信する．コント

ローラは，ショーケース及びショーケース室外機のエミュレータが送信する応答を受信するとグル

ープ情報を識別する．コントローラがショーケース及びショーケース室外機のグループ情報を識別

した結果を図 4.13 に示す． 

図 4.13 は，コントローラ画面の左上の表示領域を拡大したものである．取得したグループ情報の

値より「業務用ショーケース 1，業務用ショーケース 2，業務用ショーケース室外機 1」，「業務用シ

ョーケース 4，業務用ショーケース室外機 2」，「業務用ショーケース 5，業務用ショーケース室外機

3」，「業務用ショーケース 3，業務用ショーケース室外機 4」が同じ冷媒配管で接続されたショーケ

ースのシステムであることが分かる． 
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図 4.13 ショーケース，ショーケース室外機の構成識別結果 

 

次に，コントローラが各ショーケース及びショーケース室外機に対して設定する場合，コントロ

ーラは各ショーケース及びショーケース室外機に向けて，「5.2.2 参加型エネルギーマネジメントシ

ステムの有効性」に記載した「業務用ショーケースクラスのグループ情報プロパティ」及び「業務用

ショーケース室外機クラスのグループ情報プロパティ」に書込み要求を送信する．その際，ショーケ

ース及びショーケース室外機のエミュレータが受信したメッセージのログを表 4-4 に示す 

表 4-4 の「送信先」の列に，該当するショーケース 1～ショーケース 5 及びショーケース室外機

1～ショーケース室外機 4 の機器オブジェクトが格納されている．また，グループ情報の列では，二

番目の値 0xCA はグループ情報の ECHONET プロパティコードを示し，最後の数値が設定される

グループ情報の値となる．今回のケースでは「業務用ショーケース 5，業務用ショーケース室外機

4」，「業務用ショーケース 4，業務用ショーケース室外機 3」，「業務用ショーケース 2，業務用ショ

ーケース 3，業務用ショーケース室外機 2」，「業務用ショーケース 1，業務用ショーケース室外機 1」
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が同じ冷媒配管で接続されたショーケースのシステムであるという設定をコントローラから，ショ

ーケースのシステムに対して実施した． 

 

表 4-4 グループ情報設定時のエミュレータの受信ログ 

 

#ELCemu 2.0 送信元 送信先 グループ情報

0 RECV 1 SET要求受信 - 05:FF:01 03:CE:01 60 01:CA:01:04
0 RECV 1 SET要求受信 - 05:FF:01 03:CE:02 60 01:CA:01:03

1000 RECV 1 SET要求受信 - 05:FF:01 03:CE:03 60 01:CA:01:03
2000 RECV 1 SET要求受信 - 05:FF:01 03:CE:04 60 01:CA:01:02

0 RECV 1 SET要求受信 - 05:FF:01 03:CE:05 60 01:CA:01:01
1000 RECV 1 SET要求受信 - 05:FF:01 03:D4:01 60 01:CA:01:04
1000 RECV 1 SET要求受信 - 05:FF:01 03:D4:02 60 01:CA:01:03
1000 RECV 1 SET要求受信 - 05:FF:01 03:D4:03 60 01:CA:01:02
1000 RECV 1 SET要求受信 - 05:FF:01 03:D4:04 60 01:CA:01:01   

 

最後に，コントローラ用ツールは設定状況を確認するために，「業務用ショーケースクラスのグル

ープ情報プロパティ宛て」及び「業務用ショーケース室外機クラスのグループ情報プロパティ宛て」

に，読出し要求を送信する．その際，ショーケース及びショーケース室外機のエミュレータが受信し

たメッセージのログを表 4-5 に示す． 
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表 4-5 グループ情報設定後の確認時のログ 

#ELCemu 2.0 送信元 送信先 グループ情報

2000 RECV 1 GET要求受信 - 05:FF:01 03:CE:01 62 01:CA:00
0 SEND 1 GET応答送信 - 03:CE:01 05:FF:01 72 01:CA:01:04

1000 RECV 1 GET要求受信 - 05:FF:01 03:CE:02 62 01:CA:00
0 SEND 1 GET応答送信 - 03:CE:02 05:FF:01 72 01:CA:01:03

1000 RECV 1 GET要求受信 - 05:FF:01 03:CE:03 62 01:CA:00
0 SEND 1 GET応答送信 - 03:CE:03 05:FF:01 72 01:CA:01:03

1000 RECV 1 GET要求受信 - 05:FF:01 03:CE:04 62 01:CA:00
0 SEND 1 GET応答送信 - 03:CE:04 05:FF:01 72 01:CA:01:02

1000 RECV 1 GET要求受信 - 05:FF:01 03:CE:05 62 01:CA:00
0 SEND 1 GET応答送信 - 03:CE:05 05:FF:01 72 01:CA:01:01

1000 RECV 1 GET要求受信 - 05:FF:01 03:D4:01 62 01:CA:00
0 SEND 1 GET応答送信 - 03:D4:01 05:FF:01 72 01:CA:01:04

1000 RECV 1 GET要求受信 - 05:FF:01 03:D4:02 62 01:CA:00
0 SEND 1 GET応答送信 - 03:D4:02 05:FF:01 72 01:CA:01:03

1000 RECV 1 GET要求受信 - 05:FF:01 03:D4:03 62 01:CA:00
0 SEND 1 GET応答送信 - 03:D4:03 05:FF:01 72 01:CA:01:02

1000 RECV 1 GET要求受信 - 05:FF:01 03:D4:04 62 01:CA:00
0 SEND 1 GET応答送信 - 03:D4:04 05:FF:01 72 01:CA:01:01  

 

表 4-5 の「GET 要求受信」と示す列の「送信先」の列に該当するショーケース 1～ショーケース

5，及びショーケース室外機 1～ショーケース室外機 4 が格納されている．それぞれの要求に対し，

「GET 応答送信」と示す列のグループ情報の列の最後の数値が，各ショーケースに設定されている

グループ情報の値となる．表 4-4 で設定された値を各ショーケース及び各ショーケース室外機が応

答していることが分かる．また，応答を受信したコントローラがショーケース及びショーケース室

外機のグループ情報を識別した結果を図 4.14 に示す． 
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図 4.14 ショーケースシステムへの設定結果確認 

 

図 4.14 は，コントローラ画面の左上の表示領域を拡大したものである．この結果より，「業務用

ショーケース 5，業務用ショーケース室外機 4」，「業務用ショーケース 4，業務用ショーケース室外

機 3」，「業務用ショーケース 2，業務用ショーケース 3，業務用ショーケース室外機 2」，「業務用シ

ョーケース 1，業務用ショーケース室外機 1」が同じ冷媒配管で接続されたショーケースのシステム

として設定に成功していることが確認できた． 

 

4.6  成果に対する標準化への取組み 

4.6.1  日本国内における標準化の取組み 

今回検証したグループ情報プロパティについて，エコーネットコンソーシアムに対して標準化仕
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様の作成と提案を行った．提案内容を専門家が集まるコンソーシアム内のワーキングでの検討を主

査として主導し，その後 100 社を超えるコンソーシアム全会員の会員レビューを経て，「APPENDIX 

ECHONET 機器オブジェクト詳細規定 Release F」にて公開済みとなった．また，エコーネットコ

ンソーシアム技術委員長として，業務用ショーケースや業務用パッケージエアコンを含む冷凍空調

産業の発展を図る工業会である「一般社団法人 日本冷凍空調工業会[98]」と，業務用パッケージエ

アコン関連クラス及び業務用ショーケース関連クラスの仕様改訂の検討を実施した．その検討にお

いても，グループ情報プロパティは小型小売店舗における設備管理をするうえで必要不可欠な定義

であり，このプロパティによって機器を特定できることで効果的な省エネ制御も実現可能になる点

が評価され，標準化仕様策定で合意した．さらに，資源エネルギー庁の検討会に対して，業務用パッ

ケージエアコン，業務用ショーケースなどのシステム機器がエネルギーマネジメントシステムにお

いて重要なエネルギーリソースとなりえる機器であることを提案し，グループ情報に関する仕様含

めて承認された． 

 

4.6.2  国際標準化の取組み 

3.3.1 に記述した通り，ECHONET Lite を国内で特に公共的な事業を行う場合や，グローバルに

事業を拡大していく場合において，国際標準化は必須である．そのため，ショーケースクラス，ショ

ーケース向け室外機クラス，業務用パッケージエアコンクラス，業務用パッケージエアコン向け室

外機クラス含めて，IEC TC100[99]に対し IEC 62394 Ed.3 として，グループ情報プロパティ含む制

御コマンドに関する国際標準化提案を実施し，Project Leader として国際標準仕様の策定，各国

Expert への説明，レビューコメント対応を実施するなどして，国際標準化活動を主導した． 

2015 年 3 月にイタリアのミラノでの IEC TC100 TA9 での会議において IEC 62394 Ed.3 の提案

するために，仕様に関する説明と各国への協力を依頼する旨，プレゼンテーションを実施した．そし

て，2015 年 10 月のベラルーシのミンスクでの会議に参加し，提案文書の品質の高さや国内におけ

る使用実績などを元に標準化手順の短縮を提案し，Committee Draft の Voting よりプロセスを開始

するという承認を受けることができた．CDV（Committee Draft Voting）では，コメント無しで各
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国から承認の投票を受け，FDIS（Final Draft for International Standard）の投票なしに，国際標

準となることが決定された．しかし，最終のドキュメント作成の過程で，エディトリアルな誤りを発

見したために，IEC TC100 の事務局と調整し，FDIS の Voting を実施することとした．最終的に，

FDIS の Voting についても賛成 11 カ国，反対 0 カ国という結果で，2017 年 2 月に承認[100]され，

IEC 62394.Ed3 として 2017 年 4 月に発行された． 

国際標準化においては，「F2F の会議が年間最大 2 回程度のため，説明する機会が限られており，

ドキュメントの完成度が国内での検討会以上に重要になる点」，「投票プロセスに数カ月単位で時間

を要するため，差し戻しを防ぐためにも，コメントに対して丁寧に対応することが重要である点」と

いった点に注意しながら推進した．  

 

4.7  本章のまとめ 

IoT 化対応した冷凍・冷蔵ショーケースや業務用パッケージエアコンといった小型小売店舗に設

置される業務用のシステム機器についても，「システム機器グループ管理技術」を用いることで，機

器の管理が可能になることが検証を通じて確認することができた．この結果，ネットワーク管理者

が不在な中でも，機器の構成を把握したうえでのサービス提供が可能になる．具体的には，省エネ制

御実施時において，ショーケースへの制御を行う場合，消費電力が大きい室外機に対して制御を実

施することが考えられる．その際，冷凍ショーケースが接続する室外機を制御すると，商品が溶ける

リスクがあるため，冷蔵ショーケースのみ接続する室外機に対して制御することが可能になる．ま

た，メンテナンスを考慮すると，室外機の異常動作を検出した際，同一冷媒配管に接続するショーケ

ース，もしくは空調機のみをチェックすることが可能になる． 

また，今回検討，「システム機器グループ管理技術」として方式を検討したグループ情報プロパテ

ィについては，エコーネットコンソーシアムにて標準仕様として公開されるだけでなく，IEC 62394 

Ed.3 として国際標準としても公開される結果となった． 

小型小売店舗に設置される業務用のシステム機器のアーキテクチャを整理し，ECHONET Lite の

適用を確認できたことによって，制御対象機器を増加させることができたのは大きな進展である． 
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第5章 ベンダー非依存型エネルギーマネ

ジメントシステム（VIEMS）の実用化技

術の検証 

本章では，「2.4 目指すべき基本システムアーキテクチャ」で記載した「ベンダー非依存型エネル

ギーマネジメントシステム（VIEMS）の実用化技術」に関する深掘りを行う． 

小型小売店舗の消費電力量削減に向けてエネルギーマネジメントシステムを構築する場合，小型

小売店舗に設置されている業務用のシステム機器（パッケージエアコン，ショーケースなど）に関し

て，通信仕様の標準化の導入が進んでいなかったということもあり，独自仕様による垂直統合型の

システムで運用されることが一般的であった．しかし，垂直統合型のシステムでは，将来機器の入れ

替えにおいて機器ベンダーの制約ができてしまい，入れ替えが困難になることから，大規模でのシ

ステム導入が必要となり，初期コストが高いものになってしまうという課題がある．また，導入当初

は IoT 化対応した機器の数も十分ではないという課題もある．これらの課題を解決するにあたり，

水平分離のアーキテクチャに基づくベンダー非依存型エネルギーマネジメントシステム（VIEMS）

を設計した．そして実際の小型小売店舗に VIEMS を導入するにあたり，導入当初は手動制御と自

動制御のハイブリッド制御によって，省エネを実現した．また，2 ステップで VIEMS を構築するこ

とで，徐々に制御対象機器を増加することでシステム全体を入れ替えずに機器だけを入れ替えるこ

とができた．この結果，導入時の初期コストを抑えた VIEMS の構築を実現できた． 

なお，省エネ効果については，スマートメーターの B ルートにより電力量を取得することで，取

引証明に使用可能な正確なデータでの検証を実現した．従来の垂直統合型のシステムアーキテクチ

ャと，本章にて検証した「目指すべきシステムアーキテクチャ」との関係を図 5.1 に示す． 
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図 5.1 従来の垂直統合型アーキテクチャと目指すべき水平分離型アーキテクチャ 

 

具体的には，「ベンダー非依存型エネルギーマネジメントシステム（VIEMS）の実用化技術」につ

いて，以下に示すステップで検証した． 

１． 水平分離型のシステムアーキテクチャに基づいて，VIEMS をマルチベンダー構成で

構築した． 

２． VIEMS 導入当初から，すべての機器（システム機器含む）が IoT 化対応した機器を

導入することは課題であり，手動制御と遠隔自動制御とのハイブリッド制御の実施の

ため，小型小売店舗の従業員の参画可能性を検証した 

３． 異なる小型小売店舗に，手動制御対象の機器を遠隔自動制御対象の機器に入れ替える

だけで，VIEMS の更新を実施した． 

 

5.1  ベンダー非依存型エネルギーマネジメントシステム（Step1）の構築 

5.1.1  構築したエネルギーマネジメントシステムの概要 

今回の検証システムにおいては，システム機器の ECHONET Lite 対応に加えて，主に以下の機

能を開発した． 

 他社サービスであるクラウド型 DRPF を経由して，一般電気事業者が発信する DR 信号

を受信し，各店舗へ省エネ制御を要求する機能 
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 B ルート（ECHONET Lite）経由でスマートメーターから収集した電力データをクラウド

上で管理し，省エネ制御の効果を検証する機能 

実際のコンビニエンスストア 7 店舗にて 2015 年 9 月～2016 年 1 月までの期間において，ベンダ

ー非依存型エネルギーマネジメントシステム（VIEMS）（Step1）を構築し．なお，7 店舗での実証

となったが直営店/フランチャイズ店やビルイン/戸建てなど，様々な特性の店舗での実証を行った． 

ベンダー非依存型エネルギーマネジメントシステム（VIEMS）（Step1）を図 5.2 に示す．本シス

テムの特長として，クラウド上のサービス間及びコントローラとメータ間は標準仕様を利用し，水

平分離型のシステムアーキテクチャを具体化して，実際の小型小売店舗にシステムを構築した点で

ある． 

一般電気
事業者

クラウド型
DR PF

OpenADR エネマネ
アグリゲータ

WebAPI

店舗

店舗コントローラ

スマートメータ

タブレット

ショーケース 照明 空調

手動制御ECHONET Lite

IPインタフェース

 
図 5.2 ベンダー非依存型エネルギーマネジメントシステム（VIEMS）（Step1） 

 

クラウド上に機能配置したエネマネアグリゲータ機能は，他社サービスであるクラウド型 DRPF

（デマンドレスポンスプラットフォーム）が規定している Web API にて，インターネット上で情報

の送受信を行う．Web API を通じてエネマネアグリゲータ機能は，クラウド型 DRPF より DR 信号

を受け取ると，各店舗に設置するタブレットに制御項目を通知する．また，スマートメーターにて計

測した電力データ（動力系，電灯系）を店舗内に設置する店舗コントローラ経由で受け取り収集す

る． 
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店舗に設置した店舗コントローラは，スマートメーターと標準インタフェースである ECHONET 

Lite にて接続している．店舗コントローラは定期的に電力系のスマートメーター及び動力系のスマ

ートメーターそれぞれより電力データを収集し，クラウド上のエネマネアグリゲータ機能に電力デ

ータをアップロードする．同様に店舗内に設置したタブレットはクラウド上のエネマネアグリゲー

タより制御項目を受信し，制御内容を表示する． 

クラウド型 DRPF は一般電気事業者から送信される OpenADR2.0 による DR 信号を終端し，Web 

API によりエネマネアグリゲータに DR 信号を通知するサービスを保持している． 

 

5.1.2  省エネ制御要求受信時の動作 

一般電気事業者が省エネを需要家に要請するために，DR 信号を発信した際のシーケンスを図 5.3

に示す．エネマネアグリゲータ機能はクラウド型 DRPF の Web API を通じて DR 信号を受信する．

受信した DR 信号に基づいて，エネマネアグリゲータ機能は各店舗に設置したタブレット端末に向

けて，省エネ制御を要請するための信号を通知する．なお，省エネ制御を要請する項目については各

店舗の特性に合わせて決定する． 
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図 5.3 省エネ要請受信時のシーケンス 

 

店舗内に設置したタブレット端末は省エネ制御の要請を受信すると制御内容を表示し，それを参

照した従業員はタブレットに表示している内容に基づき省エネ制御を実行する．制御内容について

は店舗によって異なるが，最大で以下の項目について従業員による手動制御を実行した． 

 冷凍・冷蔵ショーケース内の照明の消灯 

 店内照明の一部消灯 

 店内エアコンの制御 

【夏期】設定温度を 27℃に設定 

【それ以外】エアコンの動作状態を OFF に設定 

 ロールカーテンによる日射侵入防止 

 室外機周辺への打ち水 

 バックルーム用のエアコン OFF 
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 バックルーム用の照明 OFF 

従業員は省エネ制御実施後，実際に制御した項目をタブレットに入力し，タブレットはエネマネ

アグリゲータ機能に実施した制御項目を含む節電実施通知を送信する．その後，従業員はタブレッ

トに省エネ要請が終了していることを確認すると省エネ制御を解除し，タブレット端末上に省エネ

制御を解除した結果を入力し，エネマネアグリゲータ機能に節電解除通知を送信する． 

なお，本実証において省エネ制御要求受信後，タブレットを通じて従業員は実施有無を入力する

ことで，手動制御の実施有無についても集計を実施した． 

 

5.1.3  B ルート経由での電力データの収集 

今回，低圧の電力契約を結んでいるコンビニエンスストアにおいて検証を実施した．7 店舗の電力

系統は電灯系と動力系の 2 系統が存在しており，電灯系を計測するスマートメーターと動力系を計

測するスマートメーターが設置されている．店舗コントローラは 2 台のスマートメーターから

ECHONET Lite にて電力データを取得し，エネマネアグリゲータ機能にアップロードを行った．店

舗全体の消費電力量は 2 台のスマートメーターの値を合算することで，算出可能である．B ルート

経由での電力収集のシーケンスを図 5.4 に示す． 
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図 5.4  B ルート経由での電力データ収集シーケンス 

 

店舗コントローラは，電灯系と動力系の各スマートメーターに対して 5 分周期で定時積算電力量

計測値プロパティ及び積算電力量計測値プロパティとともに，現在時刻設定プロパティと現在年月

日プロパティを取得する．店舗コントローラは，それぞれのスマートメーターから取得した電力デ

ータをクラウド上のエネマネアグリゲータ機能にアップロードを行う．エネマネアグリゲータ機能

は，スマートメーターで計測した取引証明に利用可能な正確な電力データにて省エネ効果を検証す

るために電力データを蓄積する． 

 

5.2  VIEMS（Step1）におけるハイブリッド制御の結果 

2015 年 9 月～2016 年 1 月までの期間に，エネマネアグリゲータ機能は省エネを要請する DR 信

号の通知を述べ 102 回受信した．102 回の実施有無について表 5-1，表 5-2，表 5-3，表 5-4 にま
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とめる．なお，表中の A 店～G 店の各店舗欄の符号として，「◎」は「省エネ制御実施，かつ省エネ

目標達成」，「○」は「省エネ制御実施，かつ省エネ目標未達成」，「×」は「省エネ制御未実施」，「―」

は「スマートメーター未設置による不参加」，「（×）」は「システム不具合による不参加」を意味して

いる．また，「全体」の列に記載している「○」，「×」の定義は，7 店舗全体で目標値へ到達した場

合「○」を記載し，未到達の場合は「×」を記載する．目標値は，制御対象機器を空調，照明とした

ため，基本的には 1 店舗あたり 2kW としたが，空調が稼働せず省エネ効果が期待できない月は目標

値を削減し，また冬期は空調が稼働していることもあり，一部店舗については 1 店舗あたり 3kW に

増やしている店舗もある． 

 

表 5-1 省エネ制御の実施結果まとめ（9 月） 

店舗名 9 月 

4 日 11 日 15 日 28 日 

14:00～15:00 14:30～15:30 14:00～15:00 13:00～14:00 

A 店 ◎ （×） ◎ ○ 

B 店 ◎ ○ ◎ ◎ 

C 店 － ◎ ◎ ◎ 

D 店 ○ ◎ ◎ ◎ 

E 店 － － － － 

F 店 ◎ ○ ◎ ◎ 

G 店 － － － ○ 

全体 ○ × ○ ○ 

目標値 8kW 10kW 10kW 12kW 
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表 5-2 省エネ制御の実施結果まとめ（10 月～11 月） 

店舗名 10 月 11 月 

14 日 30 日 18 日 24 日 

13:00～14:00 16:00～17:00 17:00～18:00 9:00～10:00 

A 店 （×） ◎ ○ ○ 

B 店 ◎ ○ ◎ ◎ 

C 店 ○ × ○ × 

D 店 ◎ ◎ × ○ 

E 店 × × ○ ○ 

F 店 ◎ ○ ○ ○ 

G 店 ◎ ○ ○ ○ 

全体 × × × × 

目標値 14kW 14kW 11kW 11kW 

 

表 5-3 省エネ制御の実施結果まとめ（12 月） 

店舗名 12 月 

2 日 7 日 18 日 22 日 

9:30～10:30 10:00～11:00 9:00～10:00 17:00～18:00 

A 店 ◎ ○ ○ ○ 

B 店 ◎ ◎ ◎ ◎ 

C 店 ○ ○ × × 

D 店 ○ ◎ ○ ○ 

E 店 × ○ × × 

F 店 ○ ○ ○ ◎ 

G 店 ○ ◎ ◎ ○ 

全体 × ○ × × 

目標値 14kW 14kW 14kW 14kW 
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表 5-4 省エネ制御の実施結果まとめ（1 月） 

店舗名 1 月 

13 日 20 日 21 日 22 日 

9:00～10:00 9:00～10:00 17:30～18:30 9:00～10:00 

A 店 ◎ ◎ ◎ ◎ 

B 店 ◎ ◎ ◎ ◎ 

C 店 × × ◎ ○ 

D 店 ○ ◎ × ◎ 

E 店 ◎ ◎ ○ ◎ 

F 店 ○ ○ × ○ 

G 店 ○ ○ ○ ◎ 

全体 ○ ○ × ○ 

目標値 16kW 16kW 16kW 16kW 

なお，省エネ目標達成／未達成の判断は，「ネガワット取引に関するガイドライン（平成 27 年 3

月 30 日）」[101]に従い，判定を実施した． 

 

5.2.1  小型小売店舗における省エネ制御の効果 

省エネ目標値の達成率は 45.1%（46 回／102 回），システム不具合・通信異常による未達成の場合

を含むと 44.2%（46 回／104 回）と十分な結果とは言えなかった．しかし，月別の達成率を表 5-5

にまとめると，今回実施した制御項目ではエアコンが稼働していない中間期については省エネの実

現が困難であることに対し，エアコンが稼働している夏期や冬季については省エネ制御の目標値達

成率が高く，一定の成果を上げることができたことが確認できる．しかし，中間期（春・秋）より夏

期や冬期については，電力が逼迫する可能性が高いため，夏期や冬期に成果が出せていることが重

要である．今後は小型小売店舗に設置する機器の ECHONET Lite 化を推進し自動制御対象の機器

を追加していくことで，省エネ効果に関して一層の改善が期待できる． 
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表 5-5 月別の省エネ制御目標値達成割合 

 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 

店舗別達成率 14/19 

(73.7%) 

6/13 

(46.2%) 

2/14 

(14.3%) 

9/28 

(32.1%) 

15/28 

(53.6%) 

全体達成率 3/4 0/2 0/2 1/4 3/4 

 

 

5.2.2  参加型エネルギーマネジメントシステムの有効性 

「2.4 目指すべき基本システムアーキテクチャ」に記載した通り，小型小売店舗にて特にエネルギ

ーマネジメントシステム導入当初は，標準化対象機器が少ないこともあり，すべての機器を自動制

御による省エネ制御を実行することは困難であり，従業員による参画が重要な要素である．そのた

め，従業員の参画可能性がどの程度あるのか把握することは今回の検証における主目的の一つであ

る． 

実際に店舗における省エネ制御の従業員による手動制御の実施率，すなわちデマンドレスポンス

への参加率は 86.3%であり，手動制御を組み合わせた省エネ制御を実行できる可能性が十分あるこ

とが確認できた．なお，横浜スマートシティプロジェクトにおいて，一般家庭におけるデマンドレス

ポンスを実施したところ，参加要請のみの場合の参加率は 16.5％，特典付きの場合の参加率は 52%

73.7%
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という数字が出ている[102]．これらの数値と比較すると本検証における小型小売店舗における参加

率は高い数値となっており，店舗における手動制御は有効な手段になると考えられる．また，月別の

参加率について表 5-6 に示す．2015 年 9 月～2016 年 1 月における月ごとの参画率の遷移を確認し

てみても，参画率の低下はみられなかった．この点からも，手動制御を組み合わせた省エネ制御を継

続して実行できる可能性が十分あることを確認できた． 

 

表 5-6 月別の省エネ制御の参加率 

 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 

参加率 19/19 

(100%) 

10/13 

(76.9%) 

12/14 

(85.7%) 

23/28 

(82.1%) 

24/28 

(85.7%) 

 

 

5.2.3  小型小売店舗における VIEMS のハイブリッド制御の有効性 

水平分離型のシステムアーキテクチャに基づき，ECHONET Lite の利用やクラウド上のサービス

間連携などを用いて，従業員の方々に参加いただいたうえで，ベンダー非依存型エネルギーマネジ

メントシステム（VIEMS）を構築することができた．そして，そのシステムにて表 5-1～表 5-5 に

示すように，省エネ効果を出すことができたこと，及び表 5-6 に示す通り小型小売店舗の従業員の

100%
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参加率の高さから，ハイブリッド制御を用いた VIEMS の有効性を確認することができた．また，今

回手動で制御した各機器を ECHONET Lite 機能搭載機器に入れ替えることで，「システム全体を変

更せずともエネルギーマネジメントシステムを継続して実施できる目論見もつけることができた」

と実証させていただいた店舗（お客様）からも評価いただき，この点からもベンダー非依存型エネル

ギーマネジメントシステム（VIEMS）の有効性について確認することができた． 

 

5.3  VIEMS (STEP2)における ECHONET Lite 対応システム機器への入れ替え 

「5.2 VIEMS（Step1）におけるハイブリッド制御の結果」に示した通り，ハイブリッド制御を用

いて，ベンダー非依存型エネルギーマネジメントシステム（VIEMS）構築を小型小売店舗において

実現した．しかし，図 5.2 に示すベンダー非依存型エネルギーマネジメントシステム（VIEMS）

（Step1）においては，機器の制御は従業員による手動制御を中心に実現している．目指すべきエネ

ルギーマネジメントシステムに向けて，業務用パッケージエアコンやショーケースなどのシステム

機器に ECHONET Lite を搭載することで IoT 化を実現し，自動制御機能を拡張することが重要で

ある．この拡張によって，従業員による手動制御ができないタイミングにおいても省エネ制御を実

施することができるようになる． 

自動制御機能を実現するためには標準化仕様が重要となるが，ベンダー非依存型エネルギーマネ

ジメントシステム（VIEMS）（Step1）を導入した店舗にて実施した手動による省エネ制御と

ECHONET Lite で定義している制御コマンドとの関係を表 5-7 に示す． 
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表 5-7 手動制御の内容と ECHONET Lite の制御コマンドとの比較 

制御対象機器 制御内容 ECHONET Lite 

機器クラス プロパティ 

店内 ショーケース 照明消灯 業務用ショーケースク

ラス 

庫内照明動作状

態 

店内照明 一部消灯 照明システムクラス 動作状態 

業務用パッケージ 

エアコン 

設定温度変更 業務用パッケージ 

エアコン室内機クラス 

温度設定値 1 

動作状態 OFF 動作状態 

ロールカーテン 下げる 電動ブラインド・日よ

けクラス 

開閉動作設定 

店外 室外機 打ち水 規格無し 

バック 

ルーム 

照明 消灯 単機能照明クラス 動作状態 

家庭用エアコン 動作状態 OFF 家庭用エアコン 

クラス 

動作状態 

 

表 5-7 に示す通り，機器に対する制御に関しては，すでに ECHONET Lite において制御コマン

ドの定義が完了している．各システム機器においても ECHONET Lite の標準制御コマンドに対応

したうえで，実際の店舗に 2016 年度にベンダー非依存型エネルギーマネジメントシステム（VIEMS）

（Step2）を構築した．具体的には，ECHONET Lite 対応したシステム機器を接続する VIEMS 

(Step2)の導入に向け，実際の小型小売店舗にて 2016 年 9 月～2017 年 2 月までの期間において，

VIEMS (Step1)を 90 店舗に設置し，VIEMS (Step2)を 3 店舗に設置した．なお 90 店舗については

VIEMS (Step1)に分類しているが，すべての機器に対して手動制御を実施しているわけではなく，

一部の機器については，ECHONET Lite 対応している小型小売店舗もあり，手動制御と自動制御の

ハイブリッド制御を実行している．ショーケース，業務用パッケージエアコン，照明システムなどの

各機器のベンダーの組合せは，店舗によって様々であり，それに伴い，手動制御と自動制御の組合せ

の店舗によって異なる． 

ベンダー非依存型エネルギーマネジメントシステム（VIEMS）（Step2）を図 5.3 に示す．本シス

テムの特長として，ベンダー非依存型エネルギーマネジメントシステム（VIEMS）（Step1）に加え

て EMS コントローラと各機器間の通信に ECHONET Lite を利用して，エネルギーマネジメントシ

ステムを構築した点である． 
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図 5.5 ベンダー非依存型エネルギーマネジメントシステム（VIEMS）（Step2） 

 

VIEMS (Step1)と VIEMS (Step2)を比較した場合，入れ替えているのは機器のみである．比較を

図 5.6 に示す．この比較からもシステム全体を入れ替えたのではなく，機器のみを入れ替えて，シ

ステムを VIEMS (Step1)から VIEMS (Step2)に更新することが可能であることが分かる． 
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図 5.6 VIEMS (Step1)と VIEMS (Step2)との比較 

 

エネルギーマネジメントとしての結果として，1 月から 2 月にかけて VIEMS（Step2）を含めた

店舗全体（93 店舗）において，同様の省エネ制御を実行したところ，省エネ制御は約 2kw のピーク

カットを実現した．省エネ制御の実行店舗，実施時期が異なるため，Step1 の実験と厳密な比較には

ならないが，Step2 においても同等の性能が出ることを確認できた．また今回の制御対象機器は，空

調，照明を中心に行った結果であり，今後は太陽光発電や蓄電池と連携させることによって，更なる
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ピークカットを実施することが可能となる． 

 

5.4  本章のまとめ 

小型小売店舗を対象として，水平分離型のシステムアーキテクチャに基づくベンダー非依存型エ

ネルギーマネジメントシステム（VIEMS）を設計し，実際の小型小売店舗にマルチベンダー環境で

の VIEMS を導入することができた．そして，VIEMS を用いて，省エネ要請の信号受信時に，省エ

ネを実現することが確認できた． 

小型小売店舗にエネルギーマネジメントシステムを導入するにあたり，特に導入初期は，すべて

の機器が IoT 化対応しているわけではないため，従業員による参加による手動制御と自動制御との

ハイブリッド制御が非常に重要になる．従業員による参加率は，従来の一般家庭向けのエネルギー

マネジメントシステムと比較するとかなり高い参加率となった．この結果から，VIEMS の小型小売

店舗への導入当初のハイブリッド制御の有効性を確認することができた． 

次に，ECHONET Lite 対応した機器を小型小売店舗に導入するにあたり，エネルギーマネジメン

トシステム全体を入れ替えるのではなく，機器のみを ECHONET Lite 非対応の機器から

ECHONET Lite 対応の機器に入れ替えるだけで，継続して VIEMS を活用することができることを

確認できた． 

以上から，VIEMS 導入当初はハイブリッド制御による省エネを促進し，徐々に機器を入れ替えて

VIEMS を拡張していくことを確認することができ，この結果 VIEMS を導入することで，スモール

スタートでのエネルギーマネジメントシステムを実現することができた． 
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第6章 結論 

【本研究の成果】 

機器を製造するベンダーに依存することなく，IoT に対応した様々な機器（コントローラ，省エネ

機器，創エネ機器，蓄エネ機器）同士を連携させることによって，エネルギーの有効的な活用を実現

する「ベンダー非依存型 EMS における水平分離アーキテクチャの研究」を行った．目指すべきアー

キテクチャとして，様々なベンダーが事業参画可能な水平分離型のシステムアーキテクチャを提案

し，そのアーキテクチャを支える「IoT 通信技術」及び「システム機器グループ管理技術」に関して，

研究開発を実施した．センサ類，白物家電，設備系機器などの小リソースの機器が容易に IP 化・IoT

化を実現するために ECHONET Lite を作り，実機を用いた検証を実施し，日本国内の標準化及び

国際標準化を推進し，国際標準規格として発行されることで IoT 通信技術を確立した．また，IoT 化

した業務用のシステム機器の機器構成をコントローラが判別可能なグループ情報を定義し，標準化

を達成することで，システム機器グループ管理技術を確立した．その結果，エネルギーマネジメント

システムの普及に重要な「技術者，ベンダーの増加（第 3 章）」，「制御対象機器の増加（第 4 章）」，

「スモールスタートでのシステム導入（第 5 章）」を実現することとなり，ベンダー非依存型エネル

ギーマネジメントシステム（Vendor-independent type IoT compliant Energy Management 

System: VIEMS）によるエネルギーマネジメントシステムの普及が期待できる結果を出すことがで

きた． 

各章での具体的な成果を以下に示す． 

第 1 章にて，EMS の実施が必要な背景を整理し，本論文における研究の目的や方針を説明した．

そして，高圧小口向けの需要家に対する施策が不十分であり，小型小売店舗へ展開することの重要

性をまとめた． 

第 2 章にて，小型小売店舗への EMS 導入に関する課題を整理し，EMS にとって重要な機器とコ

ントローラ間の国際的な標準通信仕様の調査，評価を実施した．EMS 導入の課題を解決するための
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目指すべき水平分離型のアーキテクチャの提案とともに，このアーキテクチャを実現するために必

要な技術を明確にした． 

第 3 章にて，「IoT 通信技術（ECHONET Lite，ISO/IEC 14543-4-3）」を確立した．具体的には，

ECHONET Lite の仕様を作り，マルチベンダー間相互接続性の検証結果をまとめた．そして，作成

した仕様を元に「一般社団法人エコーネットコンソーシアム」にて，技術委員長及び担当 WG の主

査として標準化活動を推進した．また，この通信仕様を ISO/IEC JTC1 SC25 WG1 に国際標準化提

案を行い，Editor として国際標準化を推進し，ISO/IEC 14543-4-3 として発行されることとなった． 

第 4 章にて，二つ目の技術である「システム機器グループ管理方式（機器オブジェクト詳細規定，

IEC 62394 Ed.3）」の研究結果と検証結果をまとめた．一般家庭に設置する機器と店舗などに設置す

る業務用のシステム機器とのアーキテクチャの違いを整理し，IoT 化した業務用のシステム機器の

機器構成を把握するために必要なグループ情報について研究開発を実施し定義した．そして，「グル

ープ情報」を「一般社団法人エコーネットコンソーシアム」にて，技術委員長及び担当 WG の主査

として標準化活動を推進するとともに，システム機器であるショーケースやパッケージエアコンを

管轄する工業会「日本冷凍空調工業会」に働きかけ，「グループ情報」の導入を合意した．その結果

は，エコーネットコンソーシアムより「ECHONET 機器オブジェクト詳細規定」として公開した．

また，「グループ情報」含めた機器の制御コマンドを IEC TC100 TA9 に国際標準提案を実施した．

Project Leader として国際標準化を推進し，最終的に IEC 62394 Ed.3 として発行されることとな

った． 

なお，第 3 章，第 4 章に示すこれらの活動に関する評価として，国内での活動については，日本

電機工業会より「電機工業技術功績者表彰：優良賞」を団体で受賞し，国際標準活動については，情

報処理学会・情報規格調査会より「国際規格開発賞」を受賞した． 

第 5 章にて，目指すべき水平分離アーキテクチャに基づいた「ベンダー非依存型エネルギーマネ

ジメントシステム（VIEMS）」を実際の小型小売店舗に導入した．垂直統合型のシステムは初期投資

が高く，機器の入れ替えが困難という課題に対し，VIEMS は導入当初は標準対応機器が少ない状況

を鑑みて，「自動制御と手動制御のハイブリッド制御の有効性の検証」と「徐々に ECHONET Lite

対応機器へ入れ替えの実現」を実施することより，スモールスタート可能なエネルギーマネジメン
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トシステム導入の実現を達成した． 

 

【社会への貢献】 

IoT 通信技術の標準化を推進し，達成したことによって，研究者の枠を広げることができた．例え

ば，企業による研究開発だけでなく，教育機関の研究者への広がりを見せている．さらに国際標準化

を達成したことにより，日本国内の技術者だけでなく，海外の技術者へも広がりを見せている．研究

者，開発者が増えることによって，エコーネットコンソーシアムの会員も増える結果となり，市場拡

大や新たな市場創出を期待することができるようになった． 

また，ベンダー非依存 IoT 対応エネルギーマネジメントシステム（VIEMS）の導入可能性を検証

できたことで，以下に示す理由からも，エネルギーマネジメントシステムの普及拡大へ期待するこ

とができるようになり，今後のエネルギー問題の解決の一助となることが大きく期待できる． 

１． 標準仕様に対応することで，新規事業者が後からでも参入できるようになり，事業者

の拡大，及び市場の拡大が期待できるようになるため 

２． 機器やサービスが特定のベンダーの制約を受けないため，需要家側では，システム全

体を交換せずとも，機器やサービスだけを入れ替えることが可能になる．この結果，

導入当初はスモールスタートが可能になり，エネルギーマネジメントシステム導入の

ハードルが下がるため 

 

【今後の展開】 

（１）システム導入の容易性の改善 

今回，実際の小型小売店舗に VIEMS を構築するにあたり，機器の設置施工を担当する事業者の

他に，ECHONET Lite を中心とするネットワークの設置施工に関しては，私自身を含むネットワー

ク技術者が担当した．しかし，ベンダー非依存型エネルギーマネジメントシステム（VEIMS）導入

初期のように構築店舗数が少ない間は，ネットワーク技術者が設置しに行くことも可能だが，普及

期になり，大多数の小型小売店舗に設置することとなると，ネットワーク技術の専門家が設置施工

の現場に向かうことは不可能である．したがって，VIEMS のシステム構築に関しても，小型小売店
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舗の設置施工を担当する事業者にて担当できなければならない．そのために取り組むべき事項とし

て，ネットワークを意識せずに設置施工をできるような容易な設定機能が必要となる．また，今後事

業に参画するベンダーの数がさらに増えた場合において，どのような事業者が参画してきた場合に

おいても，設置施工の現場でネットワーク解析が不要であるために，IoT 通信技術におけるマルチベ

ンダー間の相互通信の接続性を担保し続けなければならない．したがって，標準化を果たした IoT

通信技術に対して，すべての開発者に理解を深めてもらうべく，啓蒙活動や技術説明を実施してい

くことが重要になる． 

 

（２）AI と IoT 機器（ECHONET Lite 機器）との連携 

従来スタンドアローンで動作していた機器を ECHONET Lite 対応（IoT 対応）機器とすることに

よって，機器の情報・データの収集が容易なものになる．現在は，エネルギーマネジメントシステム

への適用が最初のターゲットとなっているが，収集した情報の価値をより高めるために AI を使った

様々なアプリケーション，サービスを生み出していくことが重要になる．機器の管理という観点に

おいては，機器の故障予測，故障診断，寿命予測などといったサービスや，住空間ごとの快適性を向

上させる制御などのサービスなど，AI を活用することで今まででは実現できなかったソリューショ

ンを提供する． 

 

（３）VIEMS の対象領域の拡大 

また，全国の小型小売店舗への導入拡大を目指すとともに，その他の店舗関連や中小ビルなどへ

のさらなる適用範囲の拡大を図る．また，今回の研究対象である業務用中心にエネルギーマネジメ

ントシステムの普及を進めるとともに，一般家庭向けの HEMS に対しても VIEMS の適用を促進

し，さらなる普及の加速に貢献する．その結果，低圧需要家から高圧小口の需要家までを VIEMS の

対象範囲とし，エネルギー問題の解決に向けて貢献する． 

 

（４）国際展開 

ECHONET Lite は，通信仕様と制御コマンドの両方を国際標準としていることから，日本国内の
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事業だけでなく，エネルギーマネジメントシステムの輸出など海外展開を行うことの実現性を期待

することができる．日本国内だけでなく，世界各国，特に東南アジアなどエネルギーの更なる増大が

見込まれる地域へ貢献することができると考える． 
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付録 

(ア) ECHONET Lite 対応機器の出荷台数の推移 

※一部の機器は、統計情報として取り扱えないため記載なし.

2013年度 1,104,414
2014年度 2,082,234
2015年度 2,639,749
2016年度 4,053,476

出荷台数 合計（台）

43・42・58・67(千台)

11・9・4・6(千台)

2・7・7・７(千台)

4・6・13・28(千台)

764・1,522・1,998・3,326(千台)

47・122・237・280(千台)

185・320・265・265(千台)

48・53・55・55(千台)

※ 経済産業省
電力・ガス取引監視等委員会
資料より

スマートメーター設置済み台数
（2016年11月末時点）

低圧スマートメーター

（万台）

【出荷台数】

【機種】
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